
ⅢⅢ ともに支え合いながら生き生きと暮らす「高知型福祉」の実現ともに支え合いながら生き生きと暮らす「高知型福祉」の実現
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（１）高知県の現状「数値で見る本県の姿」

○৸বに੔ষして人ઠが減少し、高齢化が進んでいます。○৸বに੔ষして人ઠが減少し、高齢化が進んでいます。
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１ 本県の福祉を取り巻く現状と課題
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出典：人口動態調査（厚生労働省）・人口移動調査（高知県）
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出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計」

高齢者人口は、H32年にはピークを迎え、その後は減少に転じると見込まれています。しかしな
がら、高齢化率は、総人口が減少することからH32年以降も上昇する見込みです。また、一方で
少子化は年々進む見込みです。

内容内容内容内容 高知県高知県高知県高知県 順位順位順位順位 全国全国全国全国

弱み 生活保護率（人口千人当たりH22.7） 25.7‰ 3 13.3‰

強み 百歳以上長寿者の比率（人口10万人当たりH21） 61.45人 3 31.64人

民生委員・児童委員数（人口10万人当たりH19） 310.5人 1 177.9人

人口が全国に15年先行して自然減少しています。出生者は30年で半
数以下となっています。

出典：厚生労働省「人口動態調査」
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○高齢化૨は৸বに10ফ੔ষしています。
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出典：日本の都道府県別将来推計人口（H19.5）国立社会保障・人口問題研究所

○高齢者世帯、その中でも単身世帯の割合が高くなってきています。○高齢者世帯、その中でも単身世帯の割合が高くなってきています。
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近所付き合い（H21県民世論調査）

強まってい その他

地域の支え合いの力（H21県民世論調査）

年齢が高くなるにつれ平均余命の全国順位が高くなっています。高齢者のみ
世帯は3万世帯以上増加しています。

内容内容内容内容 高知県高知県高知県高知県 順位順位順位順位 全国全国全国全国

弱み 高齢者のいる世帯の割合（H17) 42.2％ 16 35.1％

高齢者夫婦世帯の割合（夫65歳以上、妻60歳以上H17） 11.6％ 7 9.1％

高齢者単身世帯の割合（H17） 12.7％ 2 7.9％

高齢者がいる世帯の中の高齢のみの世帯割合（H17） 57.4％ 6 48.5％
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出典：総務省「国勢調査」
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近所付き合いも少なくなってきたり、地域の支え合いの力が弱まってきて
いると感じられています。
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○障害者手帳の交付数は高齢化の進ষや福祉サービスのਹ用の増加に伴い増えています。
○障害者雇用は厳しい状況が続いています。○障害者雇用は厳しい状況が続いています。

福祉サービスの利用の増加に伴い、手帳交付数も増加しています。高齢化の進行に伴い、６５歳以上の交付数が大幅に増加しています。
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就職者数は増加していますが、求職申込者のうち就職した人の割合は、
３～４割程度と、大変厳しい状況が続いています。

内容内容内容内容 高知県高知県高知県高知県 順位順位順位順位 全国全国全国全国

強み 障害者施設の月額平均工賃（H21年度） 15,133円 6 12,695円

精神病床数（人口10万人当たりH21） 499.6床 6 273.0床
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精神科の医療機関に通院している人の増加に比べ、運賃割引などのサー
ビスが十分でないため、手帳の交付を受ける人は余り増えていません。
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○中山৑地域では、ਹ用者が少ないため事業者の૞োが進んでいません。

ૐ૳の減少س 2,418(H7)→2,360（H17）
上੶ૐ૳のうち50世帯未満の割合س 58％
町村部の高齢化૨は36.3％（H22.2）س

大豊町53.0%、仁淀川町48.7%、大川村46.5%、
梼原町41.0%、ਨ川村39.4%、本山町40.8%

といった厳しい現状が・・・・

中山間地域の福祉サービスの現状

域外の施設等の利用

多種多様かつ
少ロットのニーズ

サービス提供事業が
成り立たない

身近な地域でサービス

都市部

例えば
東京都世田谷区：327人
高知市： 25人

※人数は、１ｋ㎡あたりの
居宅サービス利用者数

中山間地域

介護サービスの状況

このため、利用回数に制限
があったり、希望の日に利
用できないことも・・・・

障害福祉サービス等の状況

手帳所持者手帳所持者手帳所持者手帳所持者のののの２６２６２６２６％％％％
■福祉サービスの
ニーズの把握がまだ
まだできていない

手帳所持者手帳所持者手帳所持者手帳所持者のののの２６２６２６２６％％％％
■サービスを提供す
る事業所がまだまだ
少ない

※ 県内３４市町村のうち、障害者施設が

利用者数に
は大きな差が

ある!!

例えば
大川村：0.17人
大豊町：0.46人

内容内容内容内容 高知県高知県高知県高知県 順位順位順位順位 全国全国全国全国

弱み 介護費用額（一人当たりH22.3） 209千円 2 188千円

強み 介護療養型医療施設の定員数（要介護2以上の認定者千人当たりH20） 109床 1 38床

都市部都市部都市部都市部やややや域外域外域外域外のののの施設等施設等施設等施設等

自宅への引きこもり
（家族の負担）

中山間地域では、多様なニーズがありながら、必要な
サービスが提供されにくい状況があります。

都市部への転出 など
身近な地域でサービス
が受けられない

0 5 10 15 20 25

補助等後の状況

介護保険事業

8

6

17

19

社協数

市町村社会福祉協議会の経営状況（Ｈ19年度）

黒字 赤字

事業者の参入が進まず、市町村社会福祉協議会等の
公的なセクターがサービスを担わざる得ない状況があり
ます。

障害者施設等がない地域（９町村）

〃 １箇所のみの地域（８町村）

凡例

※ 県内３４市町村のうち、障害者施設が

１箇所以下の町村は１７町村（５０％）

障害者施設の設置状況（H22.3現在）
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○生まれる子どもの人数が減少しています。○生まれる子どもの人数が減少しています。
○結婚される方が減少しています。
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内容内容内容内容 高知県高知県高知県高知県 順位順位順位順位 全国全国全国全国

弱み 出生率（人口千対H21） 7.1‰ 45 8.5‰

婚姻率（人口千対H21） 4.3‰ 46 5.6‰

男性の生涯未婚率（H17） 18.7％ 4 16.0％

S49年 S53年 S58年 S63年 H5年 H10年 H15年 H21年

男性の未婚者の割合が急増しています。

男女ともに平均初婚年齢が高くなっています。

出生数は約30年前と比較して半数以下になって
います。21年には過去最低の出生数、合計特殊
出生率を記録しました。
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○発達障害の受診者数が増加しています。○発達障害の受診者数が増加しています。
○ 児童虐待に関する相談と対応が増加してきています。
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児童相談種類別受付状況の推移

内容内容内容内容 高知県高知県高知県高知県 順位順位順位順位 全国全国全国全国

弱み ひとり親世帯率（H17） 2.26％ 4 1.71％

強み 児童養護施設の定員数（18歳未満人口当たりH19.10） 333.2人 1 158.9人

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 Ｈ21年度

出典：高知県地域福祉部

発達障害の受診者数は10年で3倍以上に増加しています。小中学校の児童・生徒の
約5.1％に何らかの発達障害の可能性があります。

児童虐待相談受付件数と相談対応件数は、H20年度には過去最高を記録しました。
H21年度は、子ども人口が減少するなかで高止まり傾向にあります。

出典：高知県地域福祉部
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小学生・中学生の不登校の状況
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○県内の自殺拎ಝ૨は৸ব的にも高い਷૆にあります。
○ਂఃૅの児童・生െ数は減少ൊ਱にあるもののൂ掍として捫മな状況です。○ਂఃૅの児童・生െ数は減少ൊ਱にあるもののൂ掍として捫മな状況です。
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不登校の児童・生徒数は減少傾向にあるものの依然として深刻な状況です。
引きこもりの若者数は1,313人（H22.7推計値）となっています。
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25,074

26,140

200,000

205,000

210,000

215,000

220,000

225,000

230,000

235,000

240,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

20,000

21,000

22,000

23,000

24,000

25,000

26,000

27,000

（人） （人）

認知症高齢者数認知症高齢者数認知症高齢者数認知症高齢者数

第第第第1111号被保険者数号被保険者数号被保険者数号被保険者数

内容内容内容内容 高知県高知県高知県高知県 順位順位順位順位 全国全国全国全国

弱み 自殺死亡率（人口10万当たりH21） 30.5人 5 24.4人

若者無業者（ニート）出現率（H17） 1.88％ 2 1.22％

高齢者の増加に伴い認知症高齢者も増加しています。

自殺者は毎年200人を超えています。
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（２）高知型福祉の実現に向けて

ア．基本的な考え方ア．基本的な考え方

ॖ．４つの大જな拹ਡॖ．４つの大જな拹ਡ

高知県では、こどもから高齢者、障害者などすसての県ড়が、કみຯれた地域で安心して、
ともに支え合いながら生き生きと暮らすことができる地域づくりを推進するとともに、これ
までの福祉というೳや໪挡を捪えて、本県の中山৑地域等の実ੲに໌した、新しい福祉の捊
を地域地域で作り上げていく「高知型福祉」の実現を目指した取り組みを進めます。

新たな地域での支え合いの仕組みづくり

これまでの縦割りのサービスを超え、地域の実情に応じたサービスの提供

なっています。

৸বに੔ฌけ、人ઠが減少し、高齢化が進ষしてきたことにより、これまで地域を担ってきた支え合
いのৡそのものがൠまりつつあり、こうした地域での支え合いをਔ掛的にગ構ണしていくことが必要と
なっています。

これまでの縦割りのサービスを超え、地域の実情に応じたサービスの提供

こどもを大切にする県づくり

福祉の人づくり

本県の中山৑地域等では、子育てや介護、自য়支援など੗捞なॽー६がありながらも、それぞれの
サービスਹ用者が少ないため、৸ব一൅のອ割りの福祉サービスの基૆では、サービスが提供されにく
い状況となっています。

少子化が進む中、児童虐待やひきこもり、発達障害など新たな課題への対応が求められています。ど
のような状況にあっても、৸てのこどもを大જにして必要な支援をষい、次代を担う高知のこどもを生
み育てやすい環境づくりに取り組んでいく必要があります。

支え合いの仕組みづくり等を担っていくのは人であり、地域での支え合いはもとより、介護や障害、
子育てなど、それぞれの分野を担う人材の計画的な育成と確保が重要となります。
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঩ম঳भ௏೨শํ਩तऎॉ

日本一日本一の健康の健康শํশํ県構想県構想

�地域福祉計画等の推進
�あったかふれあいセンターの整備促進
�ড়生੻৩・児童੻৩活৿の充実
�福祉研修センターの設置
�自殺・うつ病対策の推進
�ひきこもりの自য়支援対策の推進

ともに支え合う地域づくり
ع 新しい支え合いのカタチ ع

�地域生活の支援の充実
�障害者の就労支援
�施設ਹ用者のੵ൛アॵউ
�発達障害の拱਋発ৄ・拱਋探育の支援体制づくり
�高知挨探センターಖઋఐ病༠整備

障害者が生き生きと暮らせる地域づくり
ع ともにかがやき、ともに暮らす ع

健
康
政
策
部
等
と
の

連
携

２ 高知型福祉の実現に向けた政策の4本柱と主要施策

高知型福祉
その1

高知型福祉
その3

ড়生・児童੻৩
ഠ人ॡラঈ

町内会
ＮＰＯ・ボランティア

市町村社協

サービス
提供事業者

�介護予防と生きがいづくりの推進
�地域ケア体制の整備
�介護サービスの充実・確保
�福祉・介護人材の確保対策
�地域における認知症の人と家族への支援

高齢者が安心して暮らせる地域づくり
ع ੪ਞॖय़ॖय़、みんなশ生き ع

�児童虐待への対応
�児童福祉施設の充実
�ಟ子家൦等の自য়支援
�捘少ফ対策の推進
�少子化対策の推進

次代を担うこども達を守り育てる環境づくり
ع まち、むら、こどもたちでいっぱいに ع

市町村

と
の

高知型福祉
その2

高知型福祉
その4
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■人口減少と高齢化の進行（国勢調査7年→17年)
・人口816千人→796千人(▲20千人)
・高ೡ化厾 20.6％→25.9％(＋5.3％)

(H22.1住基人口 高ೡ化厾28.1％うち町村部36.3％)
・厦叉の匬厮 2,418 → 2,360 (▲58)

(50匒ఝ౞掫の厦叉1,365(58％)

■家庭機能や地域の支え合いの力の弱体化
・支え合いのৡのൠऽりを厤じる55.8%

(Ｈ21県ড়匒厱৹匀)

■地域福祉計画等の推進
・高知県地域福祉支援計画に基づく活動の推進
・市町村の地域アクションプランの策定と実践活動の支援
・支え合い活動などに対する県ড়の勴運づくり

■あったかふれあいセンターの整備促進
・あったかふれあいセンターの機能の充実強化と運営体制づくり

■ড়生੻৩・ుญ੻৩活৿のౄৰ
・ড়ে卑৩・ుญ卑৩が活動しやすい挳挌づくり

■県民誰もが安全で安心して暮ら
せる支え合いの仕組みの構築

■福祉サービスを必要とする人
が、身近な地域で支援を受けら
れるしくみをつくる

■地域活動が活発になり、人的
ネットワークが広がる

■あったかふれあいセンター等
の地域福祉の拠点による支え合

みんなで
協力しよう！

■地域福祉活動の参加意識が高い
・住ড়৊厨のつながりを強ीたり、支えたりする活動षの

参加意欲が高い36.8%
(Ｈ20県ড়匒厱৹匀)

■地域活動の基盤となる地域福祉計画策定の遅れ
・市町村地域福祉計画 6市町村(策定厾約16%）
・市町村社協地域福祉活動計画 7社協(〃 約21％)
・県地域福祉支援計画 策定中(策定済37都道府県)

■県内の自殺死亡率は全国的にも高い水準
・ 10万人あたり30.5人 全国5位…人口動態統計Ｈ21

■生活保護受給者の増加
・৳厽厾14.9‰(H9ফ২)全国３位

→25.7‰(H22.7)全国３位

■福祉研修センターの設置
・ニーズに対応できる福祉の専門職や地域福祉の担い手を育成

■自殺・うつ病対策の推進
・高知いのちの電話など身近な相談窓口の充実・強化
・うつ挶の拱勡発ৄ・拱勡匮探につなげる体制の構築

■ひきこもりの自য়支援対策の推進
・ひきこもりの状況に応じた支援体制の構築

■セーইॸॕネット厇策の匏৷യ進
・地域生活定着支援センターによる福祉支援

の地域福祉の拠点による支え合
いの活動が匛勸的にষॎれる

■悩み、困りごとなどの相談をいつ
でも受けられる体制を整える
H17→H28 ▲20％

■ひきこもり状態の人の居場所
づくりや相談体制を整える

■福祉サービスにつなげ、再び
ಬ౗をಬし再২ো所することを
防ぐ

これからも住み慣れた地域
で暮らし続けるために自分
たちに何ができるかなあ

ああ、よかった。みん
なが必要なサービスを

受けられるね！

なんでも
相談してね
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【予算額】Ｈ２２当初 13,658千円 → Ｈ２３当初案 21,156千円

H21年度年度年度年度 H22年度年度年度年度 H23年度年度年度年度

H24

年度年度年度年度
～～～～

課課課課 題題題題

計画策定等のスケジュール計画策定等のスケジュール計画策定等のスケジュール計画策定等のスケジュール

●人口減少人口減少人口減少人口減少、、、、高齢化高齢化高齢化高齢化がががが、、、、さらにさらにさらにさらに進進進進むなかでむなかでむなかでむなかで、、、、
誰誰誰誰もがもがもがもが住住住住みみみみ慣慣慣慣れたれたれたれた地域地域地域地域でででで、、、、いつまでもいつまでもいつまでもいつまでも安心安心安心安心しししし
ていきいきとていきいきとていきいきとていきいきと暮暮暮暮らしていくためにはらしていくためにはらしていくためにはらしていくためには、、、、官民協官民協官民協官民協
働働働働によるによるによるによる新新新新たなたなたなたな「「「「支支支支ええええ合合合合いのいのいのいの仕組仕組仕組仕組みみみみ」」」」をををを再構再構再構再構
築築築築しししし、、、、地域福祉活動地域福祉活動地域福祉活動地域福祉活動をををを推進推進推進推進していくことがしていくことがしていくことがしていくことが必必必必
要要要要。。。。

〇必要な福祉サービスが行き届いて
いない中山間地域等への対応

〇中山間地域での暮らしの確保や
集落機能の維持

〇相互扶助活動の推進

〇児童虐待や自殺対策など社会的
な課題への対応 ●●●●県県県県、、、、市町村市町村市町村市町村、、、、市町村社協市町村社協市町村社協市町村社協がががが一体一体一体一体となったとなったとなったとなった計画策定計画策定計画策定計画策定

とととと着実着実着実着実なななな実践実践実践実践によるによるによるによる地域福祉活動地域福祉活動地域福祉活動地域福祉活動のののの推進推進推進推進がががが必要必要必要必要

地域福祉計画等の推進
عৗञऩ੍इ়ःपेॊ地域तऎॉع

঩ম঳の௏೨শํ਩तऎॉ 地域福祉政策課

●●●●人口減少人口減少人口減少人口減少とととと少子高齢化少子高齢化少子高齢化少子高齢化のののの進展進展進展進展（国勢調査H７年→H17年）
・人口減少 816千人 → 796千人 （▲20千人）
・高齢化率 20.6％ → 25.9％ （＋5.3％）
・出生率（人口千人当たり） 7.5人 全国43位

●●●●中山間地域中山間地域中山間地域中山間地域のののの過疎化過疎化過疎化過疎化、、、、高齢化高齢化高齢化高齢化のののの進行進行進行進行
・人口減少（S35年→H17年）

県全体 855千人 → 796千人 （減少率約７％）
中山間地域 513千人 → 317千人 （減少率約40％）

・高齢化率（H22.1住基人口）
県全体 28.1％ うち町村部 36.3％

・集落の減少と小規模集落の増加（H7年→H17年）
集落数 2,418集落 →  2,360集落 （▲58集落）

9世帯以下の集落 168集落 →     191集落 （＋23集落）

●●●●家庭機能家庭機能家庭機能家庭機能やややや地域地域地域地域のののの支支支支ええええ合合合合いのいのいのいの力力力力のののの弱体化弱体化弱体化弱体化
・支え合いの力の弱まりを感じる 55.8％（H21年 県民世論調査）

●●●●児童虐待児童虐待児童虐待児童虐待やややや自殺者自殺者自殺者自殺者のののの状況状況状況状況
・児童虐待と認定され対応した件数

現現現現 状状状状

H21 H22 H23

市町村市町村市町村市町村
地域福祉計画地域福祉計画地域福祉計画地域福祉計画

市町村地域福市町村地域福市町村地域福市町村地域福
祉活動計画祉活動計画祉活動計画祉活動計画

計画の策定・実践支援計画の策定・実践支援計画の策定・実践支援計画の策定・実践支援

計
画
策
定

計
画
策
定

計
画
策
定

計
画
策
定

※市町村地域福祉計画及び市町村地域福祉活動計画の計画策定スケジュールは、策定例を記載しています。

計
画
実
行

地
域
の
福
祉
課
題
や
福
祉

サ
ー
ビ
ス
の
現
状
等
の
把

握
や
分
析
等

地域福祉計画・策定委員会
＜複数回＞

地区別の
住民座談会

計画実行

計画策定
状況報告会

計画実践
に向けた
研修会

計計計計
画画画画
策策策策
定定定定

市町村地域福祉計画
担当者研修会
（６月、１０月）

２計画を
一体的に
策定

県地域県地域県地域県地域
福祉支福祉支福祉支福祉支
援計画援計画援計画援計画

社会福祉審議会（２回）

市町村地域福祉
計画策定要請

市町村
地域福祉計画
策定支援

計画策定作業

地域福祉計画・作業部会
＜複数回＞

地区別の
住民座談会

計
画
策
定

体
制
の
整
備

県県県県

市町村市町村市町村市町村

社会福祉
審議会
（１回）

専門分科会（４回）

ブロック別意見交換会（６会場）

市町村説明会（６会場）

パブリックコメント

年々増加し、H20年には過去最高（184件）となり高止まり傾向
・自殺者数の推移 H10年以降、毎年200人を超える深刻な状況

●●●●地域活動地域活動地域活動地域活動のののの基盤基盤基盤基盤となるとなるとなるとなる地域福祉計画策定地域福祉計画策定地域福祉計画策定地域福祉計画策定のののの遅遅遅遅れれれれ

県県県県：：：： ・・・・「「「「地域福祉支援計画地域福祉支援計画地域福祉支援計画地域福祉支援計画」」」」 H22年度策定予定

市町村市町村市町村市町村：：：： ・・・・「「「「地域福祉計画地域福祉計画地域福祉計画地域福祉計画」」」」 6市町策定（策定率約18％）

（計画見直し H22年度 1市 ・ H23年度 1市）
・ 計画策定予定 H23年度 22市町村・H24年度以降 6市町

市町村社協：市町村社協：市町村社協：市町村社協：・・・・「「「「地域福祉活動計画地域福祉活動計画地域福祉活動計画地域福祉活動計画」」」」 7社協策定 （策定率約21％）

（須崎市社協、土佐清水市社協、本山町社協、土佐町社協、佐川町社協、日高村社協、しまんと町社協）

市町村社協：市町村社協：市町村社協：市町村社協：・・・・「「「「地域福祉活動計画地域福祉活動計画地域福祉活動計画地域福祉活動計画」」」」 7社協策定 （策定率約21％）

（須崎市社協、土佐清水市社協、本山町社協、土佐町社協、佐川町社協、日高村社協、しまんと町社協）

市町村社協市町村社協市町村社協市町村社協

地域福祉計画策定済み ６市町
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【【【【計画計画計画計画のののの目的目的目的目的】】】】
「高知型福祉」の実現のために、市町村が住民の皆さんや社会福祉協議会、
民生委員・児童委員、ＮＰＯ、社会福祉団体などとともに、市町村の地域特性
や独自性を尊重し、地域の実情を踏まえて、福祉ニーズや生活課題等に対応し
た地域福祉を進める取組を支援する。

【【【【地域福祉地域福祉地域福祉地域福祉のののの方向性方向性方向性方向性】】】】
〇〇〇〇安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心のののの地域地域地域地域づくりのづくりのづくりのづくりの推進推進推進推進
〇〇〇〇安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心のののの基盤基盤基盤基盤づくりのづくりのづくりのづくりの推進推進推進推進

【【【【計画計画計画計画のののの期間期間期間期間】】】】
平成２３年度～平成２７年度（５年間）

【【【【計画計画計画計画のののの目標目標目標目標】】】】
官民協働による県民誰もが安全で安心して暮らせる支え合いの仕組みづくり

計画計画計画計画のののの基本的事項基本的事項基本的事項基本的事項

高知県地域福祉支援計画高知県地域福祉支援計画高知県地域福祉支援計画高知県地域福祉支援計画のののの概要概要概要概要

主主主主なななな計画計画計画計画のののの内容内容内容内容

●●●●新新新新たなたなたなたな支支支支ええええ合合合合いによるいによるいによるいによる地域地域地域地域づくりのづくりのづくりのづくりの推進推進推進推進
・あったかふれあいセンター・あったかふれあいセンター・あったかふれあいセンター・あったかふれあいセンター等等等等（（（（地域福祉地域福祉地域福祉地域福祉のののの拠点拠点拠点拠点））））のののの整備整備整備整備とととと官民協働官民協働官民協働官民協働

のののの運営体制運営体制運営体制運営体制づくりづくりづくりづくり
・・・・地域福祉地域福祉地域福祉地域福祉のののの拠点拠点拠点拠点におけるにおけるにおけるにおける支支支支ええええ合合合合いのいのいのいの仕組仕組仕組仕組みづくりとみづくりとみづくりとみづくりと実践活動実践活動実践活動実践活動

●●●●安全安全安全安全でででで安心安心安心安心してしてしてして暮暮暮暮らせるらせるらせるらせる地域地域地域地域づくりのづくりのづくりのづくりの推進推進推進推進
・・・・地域包括支援地域包括支援地域包括支援地域包括支援ネットワークシステムのネットワークシステムのネットワークシステムのネットワークシステムの構築構築構築構築

地域で支援を必要とする高齢者や障害者、児童や悩みを抱えた人などを早期に発見し、市町村
や専門機関につなぎ、早期に的確な支援を行う仕組みづくり

・・・・中山間地域中山間地域中山間地域中山間地域のののの集落機能集落機能集落機能集落機能のののの維持維持維持維持とととと支支支支ええええ合合合合いいいい活動活動活動活動
など

安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心のののの地域地域地域地域づくりのづくりのづくりのづくりの推進推進推進推進～コミュニティの再生・強化～

●●●●地域福祉地域福祉地域福祉地域福祉をををを支支支支えるえるえるえる担担担担いいいい手手手手のののの育成育成育成育成
・・・・福祉専門職福祉専門職福祉専門職福祉専門職やややや地域福祉地域福祉地域福祉地域福祉コーディネーターなどコーディネーターなどコーディネーターなどコーディネーターなど地域福祉地域福祉地域福祉地域福祉をををを支支支支えるえるえるえる人人人人づくりづくりづくりづくり

・・・・民生委員民生委員民生委員民生委員・・・・児童委員児童委員児童委員児童委員のののの活動活動活動活動しやすいしやすいしやすいしやすい環境環境環境環境づくりづくりづくりづくり など

安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心のののの基盤基盤基盤基盤づくりのづくりのづくりのづくりの推進推進推進推進～多様な福祉サービスの質の向上～

計画計画計画計画のののの進行管理進行管理進行管理進行管理

●●●●地域地域地域地域アクションプランのアクションプランのアクションプランのアクションプランの策定支援策定支援策定支援策定支援のののの体制強化体制強化体制強化体制強化 4,251千円→7,326千円
地域アクションプランの策定と実践活動を支援する県社協の取り組みへの助成

●●●●地域地域地域地域アクションプランのアクションプランのアクションプランのアクションプランの策定策定策定策定とととと実践活動実践活動実践活動実践活動のののの支援支援支援支援 4,586千円→4,202千円
・地域アクションプランの策定研修会等 ２回 1,354千円 → 856千円
・地域アクションプランの策定と実践活動の支援 等 3,232千円 →  3,346千円

●●●●地域包括支援地域包括支援地域包括支援地域包括支援ネットワークシステムのネットワークシステムのネットワークシステムのネットワークシステムの構築構築構築構築 1,739千円
・地域包括支援ネットワークシステム研修会 ２回
・地域包括支援ネットワークシステム推進研究会（活動評価の仕組みづくり）６回

●●●●地域福祉活動地域福祉活動地域福祉活動地域福祉活動のののの気運気運気運気運づくりづくりづくりづくり 7,530千円
地域福祉活動を県民運動にしていくため、支え合い活動などの広報啓発
・地域福祉啓発委託料（TVCM等）

●●●●県地域福祉支援計画県地域福祉支援計画県地域福祉支援計画県地域福祉支援計画のののの進捗管理進捗管理進捗管理進捗管理 359千円
・市町村地域福祉計画及び県地域福祉支援計画の進捗管理

平成平成平成平成２３２３２３２３年度年度年度年度のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

「「「「高知型福祉高知型福祉高知型福祉高知型福祉」」」」のののの実現実現実現実現のためのためのためのため、、、、

●●●●市町村市町村市町村市町村のののの地域地域地域地域アクションプランのアクションプランのアクションプランのアクションプランの策定策定策定策定とととと実践活動実践活動実践活動実践活動のののの促進促進促進促進

※※※※地域地域地域地域アクションプランにアクションプランにアクションプランにアクションプランに地域福祉地域福祉地域福祉地域福祉のののの拠点拠点拠点拠点のののの活動活動活動活動などをなどをなどをなどを位置付位置付位置付位置付けけけけ実実実実
践活動践活動践活動践活動をををを推進推進推進推進していくことがしていくことがしていくことがしていくことが重要重要重要重要

●●●●支支支支ええええ合合合合いいいい活動活動活動活動などになどになどになどに対対対対するするするする県民県民県民県民のののの気運気運気運気運のののの盛盛盛盛りりりり上上上上がりがりがりがり

取取取取りりりり組組組組みのポイントみのポイントみのポイントみのポイント

住み慣れた地域で暮らし続
けるためにどうしたらいい
のかなあ

市町村市町村市町村市町村のののの地域福祉計画地域福祉計画地域福祉計画地域福祉計画とととと市町村社会福祉協議会市町村社会福祉協議会市町村社会福祉協議会市町村社会福祉協議会のののの地域福祉活動計画地域福祉活動計画地域福祉活動計画地域福祉活動計画をををを
「「「「地域地域地域地域アクションプランアクションプランアクションプランアクションプラン」」」」としてとしてとしてとして一体的一体的一体的一体的にににに策定策定策定策定

地域福祉地域福祉地域福祉地域福祉のビジョンづくりのビジョンづくりのビジョンづくりのビジョンづくり

新新新新

新新新新

新新新新

計画計画計画計画のののの進行管理進行管理進行管理進行管理

日本一の健康長寿県構想推進会議日本一の健康長寿県構想推進会議日本一の健康長寿県構想推進会議日本一の健康長寿県構想推進会議
（６月、９月、１２月、２月）

ＰＤＣＡＰＤＣＡＰＤＣＡＰＤＣＡ

57



【予算額】H22予算 529,964千円 → H23当初案 515,915千円

、

●本県の人口は全国に先行して人口減少や高齢化が進んでおり、これまで
地域が担ってきた支え合いの力が弱まっています。

・高齢化率は県全体で28.1%、町村部では36.3% (H22年1月住民基本台帳)

・支え合いの力の弱まりを感じる 55.8% (H21県民世論調査)

●本県の中山間地域等では、全国一律の縦割りの福祉サービスの基準では、
子育てや介護、自立支援など多様なニーズがありながらも、それぞれの
サービス利用者が少ないため、サービスが提供されにくい状況となって
います。

現状現状現状現状

小規模多機能支援拠点小規模多機能支援拠点小規模多機能支援拠点小規模多機能支援拠点 ｢｢｢｢あったかふれあいセンターあったかふれあいセンターあったかふれあいセンターあったかふれあいセンター」」」」のののの整備整備整備整備 （（（（ HHHH２１２１２１２１～～～～ ））））取取取取りりりり組組組組みみみみ状況状況状況状況

子どもから高齢者まで年齢や障害の有無
にかかわらず、住み慣れた地域で必要な
サービスを受け安心して暮らせるしくみ
づくり

課題課題課題課題

運転も不安になって
きたけど、店も遠いし、
買物どうするかなぁ…

自宅への引きこもりや
家族へ過重な負担

身近な地域でサービ
スが受けられない

サービス提供事業が
成り立たない

地域外の施設等を利用
都市部に転出など

症状や生活状況の悪化

多種多様かつ
少ロットのニーズ

地域地域地域地域

＜平成２１年度＞
２２市町村、２８ヵ所で実施
新規雇用： ７６人（H22.３月末現在）

＜平成２２年度＞

効 果

<集う>機能を中心に、<交わる>

必須必須必須必須＜集う＞＜集う＞＜集う＞＜集う＞

小規模多機能支援拠点小規模多機能支援拠点小規模多機能支援拠点小規模多機能支援拠点

あったかふれあいセンターあったかふれあいセンターあったかふれあいセンターあったかふれあいセンター

高齢者
障害者

現 状

あったかふれあいセンターの整備促進 ঩ম঳の௏೨শํ਩तऎॉ 地域福祉政策課

○子どもから高齢者、障害者
＜平成２２年度＞
30市町村、39ヵ所で実施中
新規雇用：１１４人（H22.10月末現在）

運営委員会

地域住民の参画による運営体制地域住民の参画による運営体制地域住民の参画による運営体制地域住民の参画による運営体制

<集う>機能を中心に、<交わる>
<送る><生活支援>など実施

平成21年度より実施

平成2２年度より実施

いろんな機能
あると助かるね

民生委員・児童委員

老人クラブ

ボランティア

地域住民

＜生活支援＞ 配食サービス、買物の代行

＜訪問相談＞ 高齢者世帯等の見守り・声かけ訪問 等

＜預かる＞ 認知症高齢者の一時預かり

＜働く＞ 障害者の就労支援

＜学ぶ＞ 認知症予防教室、健康・介護などの勉強会 等

＜交わる＞ 世代間の交流、地域住民との交流 等

＜送る＞ センター利用のための送迎、外出支援（買物） 等

＜楽しむ＞ 季節ごとのイベント、創作活動、園芸 等

高齢者
元気な高齢者や介護認定者の居場所
生活に不安を感じる方や、閉じこもりが
ちな方の居場所
介護サービスの補完

障害者
日中の居場所
社会参加
就労支援

子ども
学童保育を利用していない小学生の居

場所
放課後・長期休暇中の居場所

その他
引きこもりがちな若者の居場所
乳幼児を連れた母親の居場所

ふるさと雇用再生特別交付金の活用（ふるさと雇用再生特別交付金の活用（ふるさと雇用再生特別交付金の活用（ふるさと雇用再生特別交付金の活用（HHHH２１～２１～２１～２１～HHHH２３）２３）２３）２３）

○子どもから高齢者、障害者
など誰もが利用できる居場
所（集いの場）ができたこ
とで、ニーズの掘り起こし
の場となっている

○世代間の交流などにより、
高齢者の元気づくりや介
護予防、障害者等の社会
参加につながっている

○制度サービスのすき間を
補完するサービスの提供
が行われている

○相談、訪問活動などにより
ちょっとした困りごとなど
生活課題への対応も行われ
てきている
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◆市町村の地域福祉アクションプランに、小規模多機能支援拠点（地域福祉の拠点）の
活動を位置付けた取り組みが必要

・集い機能を中心に、地域の実情にあったサービスの提供

・地域の生活課題に対応した新たな支え合いづくりと実践活動

・見守り活動により要援護者を早期発見し、専門機関等へ繋げるためのネットワークづくり

対策対策対策対策のポイントのポイントのポイントのポイント

あったかふれあいセンターのあったかふれあいセンターのあったかふれあいセンターのあったかふれあいセンターの今後今後今後今後のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

・集いの場の充実に加えて、相談や訪問活
動などをきめ細かく行い、地域課題やニ
ーズを把握し柔軟に対応できる小規模多
機能支援拠点（地域福祉の拠点）として
の活動の充実・強化が必要

・官民協働による運営体制づくりが必要

あったかふれあいセンターのあったかふれあいセンターのあったかふれあいセンターのあったかふれあいセンターの課題課題課題課題

・認知症高齢者の増加
・児童虐待は相談受付、対応件数ともに増加
・自殺死亡者数は、H10以降毎年200人超え

社会的課題社会的課題社会的課題社会的課題社会的課題社会的課題社会的課題社会的課題

・中山間地域の高齢者などの暮らしの確保、
集落機能の維持が大きな課題

中山間地域中山間地域中山間地域中山間地域のののの課題課題課題課題中山間地域中山間地域中山間地域中山間地域のののの課題課題課題課題

小規模多機能支援拠点 （ 地域福祉の拠点 ）

あったかふれあいセンター

・住民参加による地域での見守り、

早期発見、つなぎのネットワーク

・情報収集・情報提供の拠点としての活動

・緊急時の対応のしくみづくり 等

・生活課題に対応した生活支援サービスの

しくみづくりとコーディネート

・ちょっとした困り事（ゴミ出しや電球交換等）

など、支え合いのしくみづくりとコーディ

【【【【地域包括支援ネットワーク地域包括支援ネットワーク地域包括支援ネットワーク地域包括支援ネットワークシステムシステムシステムシステム※※※※地域拠点地域拠点地域拠点地域拠点】】】】 【【【【新たな支え合いの地域拠点新たな支え合いの地域拠点新たな支え合いの地域拠点新たな支え合いの地域拠点】】】】

＜＜＜＜生活支援生活支援生活支援生活支援＞＞＞＞

不足する中山間地域で

の移動手段への対応

独居高齢者等の不安を

取り除くための対応

地地地地
域域域域
福福福福
祉祉祉祉
ココココ
ーーーー
デデデデ
ィィィィ
ネネネネ
ーーーー
タタタタ
ーーーー

新たに基本機能と

して取組を強化

・見守り活動により要援護者を早期発見し、専門機関等へ繋げるためのネットワークづくり

◆地域福祉人材の育成
・地域福祉コーディネーター等、地域福祉の担い手の育成

◆国への制度提案による新たな制度化の実現

・ふるさと雇用再生特別基金終了後(Ｈ24～）の事業継続

住み慣れた地域で、誰もが安全で安心して暮らせる地域づくりを進めていくうえ
で、支援を必要とする高齢者や障害者、児童や悩みを抱えた人や引きこもりの人
などを、早期に発見し市町村や専門機関につなぎ、早期に対応し、的確な支援を
地域全体で行う仕組み。

※※※※地域包括支援地域包括支援地域包括支援地域包括支援ネットワークシステムネットワークシステムネットワークシステムネットワークシステム

１１１１．．．．あったかふれあいセンターあったかふれあいセンターあったかふれあいセンターあったかふれあいセンター事業費事業費事業費事業費 525,429千円 →  507,273千円

○ふるさと雇用再生あったかふれあいセンター事業費補助金
H23予定: 30市町村 40箇所 新規雇用122人

２２２２．．．．あったかふれあいセンターフォローアップあったかふれあいセンターフォローアップあったかふれあいセンターフォローアップあったかふれあいセンターフォローアップ事業費事業費事業費事業費 4,535千円 →      8,642千円

○人材育成の支援

・地域福祉活動実践者（あったか職員等）のスキルアップ研修

・地域福祉コーディネーター養成研修の実施

○あったかふれあいセンター推進協議会の開催、ネットワークづくりと情報交換

○各あったかふれあいセンターの機能や運営の見直し検討、制度サービス活用等移行に
向けた取り組み支援 等

平成平成平成平成２３２３２３２３年度年度年度年度のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

自分達もできる
ことがあるぜよ！

◇ 子どもから高齢者まで、世代を超えてふれあい、支え合う地域コミュニティの
意図的な再構築

◇ 住み慣れた地域で必要なサービスを受け、安心して暮らせるしくみづくり

◇ 中山間地域での雇用の創出

期待される効果
新新新新

・緊急時の対応のしくみづくり 等

※地域包括支援センターなど市町村の

総合相談窓口との連携が不可欠

など、支え合いのしくみづくりとコーディ

ネート

・ふれあいサロン活動などのサポート 等スススス
タタタタ
ッッッッ
フフフフ

運営委員会運営委員会運営委員会運営委員会

老人クラブ
民生委員・児童委員 地域住民

ボランティア
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【ড়ে੻৩؞ుญ੻৩ऋણ৿खृघः୭୆तऎॉ】

【予算額】H22当初 122,497千円 → H23当初案 113,965千円

現状現状現状現状

●児童虐待や高齢者の孤独死、悪徳商法など、地域における課
題は多岐にわたり、民生委員・児童委員の役割がこれまで
以上に重要になっている

●コミュニティの弱体化に加え、民生委員活動への理解・周知
不足等から、活動しにくい環境も

●地区毎の民生委員活動に温度差があり、欠員も生じている

・生活保護、生活福祉資金などのセーフティネットに係る相談援助

・地域見守り協定による民間事業者と連携した安全・安心の見守り活動

・児童虐待等の早期発見や見守り支援

・悩みを抱えた人やひきこもりがちな人の相談支援

課題課題課題課題

〇民生委員・児童委員の定数等（H22.12.1現在）

〇活動

(単位：人)

対策対策対策対策のポイントのポイントのポイントのポイント

新たな期待

民生委員・児童委員の方々民生委員・児童委員の方々民生委員・児童委員の方々民生委員・児童委員の方々に、に、に、に、これまで以上に県や市町村と一体となっこれまで以上に県や市町村と一体となっこれまで以上に県や市町村と一体となっこれまで以上に県や市町村と一体となっ
て活動していただき、て活動していただき、て活動していただき、て活動していただき、2,500人のマンパワーをそれぞれの地域で十分に人のマンパワーをそれぞれの地域で十分に人のマンパワーをそれぞれの地域で十分に人のマンパワーをそれぞれの地域で十分に
発揮して発揮して発揮して発揮していただくこと。いただくこと。いただくこと。いただくこと。

●民生委員・児童委員活動
の住民への周知

●民生委員活動の温度差

●後継者不足

平成平成平成平成２３２３２３２３年度年度年度年度のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

高知型福祉の実現高知型福祉の実現高知型福祉の実現高知型福祉の実現

こどもから高齢者、障害
者などすべての県民が、
共に支え合いながら生き
生きと暮らすことができ
る地域づくりを推進

ともに支え合う地域づくり

高齢者が安心して暮らせる地域づくり

障害者が生き生きと暮らせる地域づくり

次代を担うこども達を守り育てる環境づくり

定数定数定数定数 実数実数実数実数 調整中調整中調整中調整中

高知市以外 1,714 1,677 37

高知市 745 704 41

合計 2,459 2,381 78

ড়ে੻৩؞ుญ੻৩ણ৿भౄৰ ঩ম঳भ௏೨শํ਩तऎॉ 地域福祉政策課

困ったときには
相談してくだ

さいね

活動しやすい活動しやすい活動しやすい活動しやすい
環境づくり環境づくり環境づくり環境づくり

研修の充実研修の充実研修の充実研修の充実

Ｈ２３～Ｈ２３～Ｈ２３～Ｈ２３～

地域見守り協地域見守り協地域見守り協地域見守り協
定の締結と活定の締結と活定の締結と活定の締結と活
動のPR動のPR動のPR動のPR

～Ｈ２１～Ｈ２１～Ｈ２１～Ｈ２１ Ｈ２２Ｈ２２Ｈ２２Ｈ２２

◆H18～ ブロック別研修会の開催（県内5ブロック）

◆活動費助成の拡充

◆H19～ 協定の締結

◆活動ハンドブックの作成 ◆活動ハンドブックの活用

◆H20～ 1年目の新任研修を毎年開催 （任期途中に委嘱された方等）

◆新任研修の拡充（2年目・3年目研修の実施）

◆ハンドブックを活用した研修

◆相談対応研修など内容の充実

【H22】

・高知医療生協

◆民生委員・児童委員と行政、

社協との意見交換会の開催

◆H21～ 県民児連・協定事業者・県との三者会の開催

◆見守り協定ロゴマークの作成 ◆ロゴマークを使用した活動ジャンパーの配布・活用

◆協定事業者の拡充
【H19】

・高知新聞社・高新会

・(株)サンプラザ

・こうち生協

・高知ﾔｸﾙﾄ販売

【H20】

・四国電力（株）

◆協定事業者にロゴマークの

シール・缶バッジ等を配布

【H21】

・県下16JA・中央会

【ড়ে੻৩؞ుญ੻৩ऋણ৿खृघः୭୆तऎॉ】
○ড়ে卑৩・児童卑৩活動厔に対するஃ勱

○ハンドブックを活用した活動
○ড়ে卑৩・児童卑৩धষ৆ಉधの勪ৄ卦ఌভの৫ಈ
・地域の高齢者や児童など、支援の必要な人の現状や
ୖ匑をঢ়厂務ঢ়द厗卻するৃतऎॉをষः、৴௚
体制を強化する。

【ড়ে੻৩؞ుญ੻৩प૑ਏなੴ௙ૼ؞୒भಆ੭】
○ড়ে卑৩・児童卑৩を対଴धした研修のౄৰ・強化
・自殺対策や認知症高齢者など、複雑化する地域のニーズに的確に対応するため、
相談対応研修や活動ハンドブックを活用した研修

・悩みを抱えた人やひきこもりがちな人の相談支援

・災害時要援護者の把握等

・あったかふれあいセンターの運営への参画 等

地域見守り協定や
ハンドブック等があるから
活動しやすくなったね

研修の充実でいろんな
相談に対応できるね

〇取り組み

会長研修

中堅研修（委員2期目以上）

新任研修（1年目・2年目・3年目）

ブロック別研修

・活動ハンドブックを活用し、日々の見守り活動や相談へ
の対応等実践活動に活かせる研修

・相談対応研修や社会的な課題に対する知識の習得

・傾聴ボランティアや認知症キャラバンメイトなど、地域の
ニーズに対応するより具体的な研修への参加
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【背景】
●人口減少と少子高齢化の進展による、福祉・介護サー

ビスに対するニーズが量的に増加するとともに、認知
症や虐待等の複雑で多様なニースに応えていくために
は、サービスの質の高度化を図ることが求められてい
る。

●県民世論では、半数以上の方が、地域での支え合いの
弱まりを感じており、地域での共助や助け合いの再構
築が求められている。

・人口減少と高齢化の進展（H7→H17)
人口 816千人 → 796千人（▲２０千人）
高齢化率 20.6%   → 25.9% （＋5.3％）

・要介護認定者の増加（H14→H26推計）
要介護認定者数 30千人→ 45千人（15千人）

現現現現 状状状状

【予算額】Ｈ２２当初 ０千円 → Ｈ２３当初案 18,864千円

【福祉・介護人材の育成と確保】
・実施機関 高知県社会福祉協議会 福祉人材センター
・職員体制 ７名（職員３名、非常勤２名、臨時１名，派遣１名）
・事業内容

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

Ｈ14年 Ｈ17年 Ｈ20年 Ｈ23年 Ｈ26年

30,306

36,502

38,876
42,447

45,791

人人人人

要介護（要支援）認定者数の推移要介護（要支援）認定者数の推移要介護（要支援）認定者数の推移要介護（要支援）認定者数の推移 認知症高齢者の状況（推計）認知症高齢者の状況（推計）認知症高齢者の状況（推計）認知症高齢者の状況（推計）

207,860

212,963

217,160

223,552

232,088

21,026

22,500

23,892

25,074

26,140

200,000

205,000

210,000

215,000

220,000

225,000

230,000

235,000

240,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

20,000

21,000

22,000

23,000

24,000

25,000

26,000

27,000

第１号被保険者数 認知症高齢者（推計）

（人） （人）

●福祉介護サー
ビスの質的量的
なニーズに対応
する、福祉専門
職の育成が急務

●地域での支え
合いのしくみづ
くりに対応する
地域福祉コー
ディネーターな
どの育成が急務

঩ম঳の௏೨শํ਩तऎॉ 地域福祉政策課福祉研修センターの設置
ع福祉੍॑इॊ૿ःুの୘ਛع

要介護認定者数 30千人→ 45千人（15千人）

・児童虐待の高止まり傾向（H16→H21)
通告件数 125件 → 270件 （＋145件）
虐待認定件数 42件 → 155件 （＋113件）

・高齢者虐待の増加（H20→H21）
相談・通報件数 218件 → 204件 （▲14件）
虐待件数 112件 → 118件 （＋ 6件）

・認知症高齢者の増加（H18→H26推計）
認知症高齢者数 21千人 →   26千人（＋５千人）

●求職者への相
談機能の強化と
求人事業所の開
拓や相談支援活
動の強化が必要

兼務職員が人材
確保に専任する
ことで活動を強
化

【福祉・介護従事者の状況】
●福祉・介護の仕事はきつく、収入も少ないというネガ

ティブなイメージがあり、人材確保が厳しい状況にあ
ることから、介護福祉士養成校の定員割れによる若い
人材の参入の減少や離職率が依然として高い状況にあ
る。

・介護職員の資質向上
・多様な人材の参入促進
・介護職員の処遇改善

質の高い安定的
な人材の確保が
必要

●人材育成 （職員1名（兼務）、臨時1名、派遣1名）
主に福祉専門職を対象とした資格取得等の研修の実施

○ケア技術向上研修(介護の基礎技術、身体介護技術、介護応用研
修など）

○認知症高齢者介護職研修（実践者、管理者、リーダーなど）
○障害者相談支援従事者研修（初任者、現任者など）
○介護支援専門員研修（実務、実践、専門研修など）
○心のケアサポーターや難病患者等ホームヘルパー研修、民生委

員・児童委員研修など

※他部門の研修
○社協活動研修、ボランティア・NPO研修
○社会福祉施設等経営実務者専門研修 など

●人材確保 （職員２名、非常勤2名）
福祉・介護の求職者への求人情報の提供や人材を求めている求
人事業所の支援業務など

○福祉人材無料職業紹介業務
○就職説明会やふくし就職フェア、福祉人材のマッチング業務
○労務管理や職員教育等への相談体制業務
○福祉に関する啓発・広報業務

○福祉分野の研
修の体系化

○研修機関とし
て体制を強化し、
総合的に福祉分
野の人材育成が
必要
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２２２２．．．．情報情報情報情報のののの一元化一元化一元化一元化

・研修便覧の発行
・ＨＰによる研修

情報 提供

１１１１－－－－１１１１．．．．体系的体系的体系的体系的なななな研修研修研修研修のののの提供提供提供提供
Ⅱ 情報発信機能

Ⅰ 研修機能

福祉福祉福祉福祉サービスサービスサービスサービス専門職専門職専門職専門職

・・・・制度研修制度研修制度研修制度研修((((資格取得等資格取得等資格取得等資格取得等))))
18コース 125日 2,075名(H21)

→ 19コース 予定(H23)

・ケア・ケア・ケア・ケア技術研修技術研修技術研修技術研修

地域活動地域活動地域活動地域活動リーダーリーダーリーダーリーダー

・・・・民生委員民生委員民生委員民生委員・・・・児童委員児童委員児童委員児童委員
研修研修研修研修

・・・・NPONPONPONPO研修研修研修研修
・ボランティア・ボランティア・ボランティア・ボランティア活動活動活動活動

推進研修推進研修推進研修推進研修
・・・・県民介護講座県民介護講座県民介護講座県民介護講座 などなどなどなど

地域支援専門職地域支援専門職地域支援専門職地域支援専門職

・・・・地域福祉地域福祉地域福祉地域福祉コーディコーディコーディコーディ
ネーターネーターネーターネーター養成研修養成研修養成研修養成研修
→ 1コース 予定(H23)

・地域福祉基本研修
・実践者研修など

・・・・階層別研修階層別研修階層別研修階層別研修
7コース 19日 902名(H21)
→ 11コース 予定(H23)

・新任研修
・中堅研修
・指導職・部門管理職

研修
（ﾁｰﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研修 等)

・経営職・管理職研修
（福祉経営講座、

人事管理研修 等）拡

新

新

●高知県社会福祉協議会に福祉研修センターを設置 体制：職員2名、非常勤１名
●福祉分野の研修を体系化して、他部門との連携により、研修プログラム開発や講師の選任を行い、福祉専門職と地域福祉の担い手の

育成をこれまで以上に進める。

平成平成平成平成２３２３２３２３年度年度年度年度のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ
新新新新

福祉職場、福祉人材を
対象とした研修を一元
化し、計画的な人材育
成を進める。

地域の福祉力を向上さ
せ、地域活動を牽引す

地域支援ワーカー研修
修了者を対象に研修を
実施

介護支援専門員の更新研
修などの資格取得や福祉
サービス専門職の段階に
応じたキャリアアップ研
修を実施。

福祉研修福祉研修福祉研修福祉研修センターセンターセンターセンター
地域の福祉力の向上福祉サービスの質の向上

拡

新

新

新

３３３３．．．．ネットワークネットワークネットワークネットワーク
づくりによるづくりによるづくりによるづくりによる
質質質質のののの向上向上向上向上

・各業種別団体等
とのネットワー
ク会議の開催

・連携・協働に
よる研修の開催

Ⅲ ﾈｯﾄﾜｰｸ機能

・ケア・ケア・ケア・ケア技術研修技術研修技術研修技術研修
2コース 17日 478名(H21)
→ 5コース 予定(H23)

・ケア・ケア・ケア・ケア課題別研修課題別研修課題別研修課題別研修
5コース 7日 421名(H21)
→ 7コース 予定(H23)

・テーマ・テーマ・テーマ・テーマ別研修別研修別研修別研修
→ 4コース 予定(H23)

などなどなどなど

１１１１－－－－２２２２．．．．職場研修職場研修職場研修職場研修のののの
推進推進推進推進

・研修指導者、講師の
育成

・事業所連携による研
修の支援

・・・・地域福祉活動実践者地域福祉活動実践者地域福祉活動実践者地域福祉活動実践者
スキルアップスキルアップスキルアップスキルアップ研修研修研修研修
→ 1コース 予定(H23)

・心のケアサポーター
・子育て支援
・障害害者支援など

・・・・地域支援地域支援地域支援地域支援ワーカーワーカーワーカーワーカー
研修研修研修研修
→ 1コース 予定(H23)

などなどなどなど

人事管理研修 等）

・経営実務研修経営実務研修経営実務研修経営実務研修
4コース 6日 135名(H21)

→ 6コース 予定(H23)

・新会計基準研修
・税務研修
・労務管理研修 等

新

新

拡

拡

新

新

成を進める。

福祉人材を対象とした
研修を実施している機
関が集まり、連携・協
働した研修等を実施

せ、地域活動を牽引す
るリーダー等を育成す
るための研修を実施

職場内の研修体制を構
築するため、職員と講
師の派遣や、職場内研
修指導者の養成を行う。

多様な専門職が連携し
て地域福祉活動の事例
通じた研修を実施

住民からの相談に対応
するために必要なスキ
ルアップ研修を実施

介護技術の基本研修から
介護専門研修までステッ
プアップによる知識・技
術を修得する。

認知症基礎研修や高齢
・障害者虐待防止研修な
ど課題への対応方法を習
得する。

子育てや発達障害、児童
虐待などのテーマに応じ
た知識・技術を習得する。

新任職員、中堅職員、
指導職員、管理職、経
営職などのそれぞれの
階層ごとに求められる
役割や知識を習得する。

組織経営に不可欠な会
計、税務、労務管理の
知識・技術を習得する。

新

新

新
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日ম঳の健康শํ県づくり 障害保健福祉課自殺・うつ病対策の推進
【予算額】H22当初 51,778千円 →  H23当初案 74,868千円

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28
うつ病等精神
疾患の早期発
ৄ・早期匮௜
の体制づくり
多重債務の相
談機関との連
携した取組

うつ病の早期
発ৄ・早期匮
௜の体制づく
り

中

高

ফ

65
歳

高

齢

30
ع
64
歳

多重債務相談と心の健康の合同相談会の開催

H20/H21で受講者170人（実績）
H22عH24 200人×３ফ（ৄ匸）

H２３ع 一ಹ診௜科医と精神科医の
相互交及研修会を開催

現 状

思
春
期 ※ઓஐ਋精神ႈ೩対応ৡ向上研修20歳

未満

1%

20-29

歳
5%

30-39

歳
16%

40-49

歳
12%

50-59

歳
21%

60-64

歳
12%

65歳

以上

33%

自殺者のফ代別
（平成２１ফ）

参考:ௐ生労働匚
人口動態統計

186
211 211 207 209

235 236
256

236

217

245

201

233

120

158 155 148
157 169 175

193

162 170 176
152

166

66 53 56 59 52
66 61 63 74 47 69 49 67

0

50

100

150

200

250

300

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

自殺死ಝ者数のফ次推移人
自殺死亡率
全国第15位

新

今後の取り組み

※かかりつけ医から精
神科医への紹介システ

●県内では、平成10ফ以ఋ、൐ফ200人以上が自殺で亡くなっています。
この数は、交通事故による死亡者の4倍近くにのぼり、その7割を男性が
占めています。

※かかりつけ医うつ病
対応ৡ向上研修

※ੳ知ষ৿௜১
研修新

拡

男
性

女
性

※H21.10月末225人、H22.10月末184人で41人減（警察庁）

人口動態統計

自殺死亡率
全国第５位

※は、次ページに事業の概要を掲載

※ઇ育ಉ関係者心のケア対応ৡ向上研修

新 ※ઓஐ਋精神ႈ೩対応ৡ向上研修

高齢者と厪୧
介護者に対す
る支援

相談支援体制
の充実・強化

自殺未遂者及
び自死遺族に
対する支援

普及啓発の促
進

その他

歳
以
上

齢

者

全

世

代

紹介システムの段階的な実施

※高齢者や家族の心の健康相談に対応するサポーターの養成

൐ফ100人ங২

※いのちの電話の24時間化に向けた支援

※傾聴ボランティアの養成

相談員の養成
H21まで25人 → H22ع൐ফ50人

൐ফ100人ங২
（H21実績101人）

自死遺族の分かち合いの会

自殺未遂者の心৶的ケアと家族のৄஹりに対する支援

シンポジウム、パンフレット、マスメディア活用等による普及啓発

●自殺の主な原因は、①健康問題（37.7%）②経済・生活問題（21.7%）
③家庭問題（16.1％）
・健康問題では、精神疾患によるものが多く、全原因動機別件数の24.5%
・経済・生活問題では、負債によるものが多く、全原因動機別件数の9.2%

●うつ病の早期発ৄ・早期匮௜及び匁しい知௙の普及啓発

課 題

・平成２１ফに自殺者が匲匎し、特に଄ফಽや高齢者に匲えたことを౷まえ
て重点的な取り組みを進めていく

◆ফ৻に応गた取り組みのയ進、્にうつ病対策の強化をା実に進める
◆相談窓口につなげる取り組みの強化

24時間化(H27ع)

平成23ফ২の取り組み

神科医への紹介システ
ムの構築（H22）

公募により5団体まで（上限100万円）
H22ৄ匸み4؟団体

【うつ病対策の強化】
●思春期精神疾患対応ৡ向上研修
●認知ষ動௜法研修新新新新

うつ病は、ৄ厢ごす
ことのできない重要

な病気です

※自殺予防情報センターを中心としたネットワークの強化

ড়間団体の取組に
対する支援

拡
充

拡
充

●高知県の自য়支援医௜（精神通੹医௜）ਭஔ者のうちႈ病が「ਞী障害
（躁うつ病）」の方は、平成22ফ3月末で1,794人となっており、
平成13ফ3月末の489人と比べて、3.7倍と大きく増加しています。

拡
充
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相談（電話、面接）
関係機関のネットワークづくり

・相談者の悩み、困りごとに的確に対応できる関係機関への紹介
→具体的に相談機関から「つないだ人」の「相談結果」が把握

できるシステムの構築
・自殺対策に関わる関係機関への情報提供
・自殺予防関係機関連絡調整会議の開催

人材の育成
・市町村、保健所職員をはじめ自殺対策に関わる相談機関など

の職員を対象にした研修
・地域で活動する傾聴ボランティアの養成

うつ病対策
・専門相談

いのちの電話の２４時間化に向けた支援

ମ近な相談窓口の充実・強化ع県ড়のମ近な相談窓口として自殺・うつ病のฎみ、相談がいつでुਭけらोる৬਑を整備していきますع

自殺予防情報センター 高知いのちの電話

拡
充

役 割役 割

相談時間 （ফ末ফ始௾く）００؟２１ع００؟ڵ

12/29~1/3
ڬڬ؟５ڭعڬڬ؟ڬڭ
電話相談対応

現 状現 状 いのちの電話は、県内唯一、ボランティア活動で自殺予
防の電話相談をষढているড়間団体（ۄۅۃ法人）です

平成11ফ2月
開局しました

自殺・うつ病対策の主な取り組み

平成21年5月、精神

保健福祉センター内
に開設

平成22ফのফ末ফ始から
３６５日の電話相談対応開始
平成22ফのফ末ফ始から
３６５日の電話相談対応開始

相談件数（月平均）
H21ফ২ 513件(46件)
H22 (9月末まで) 482件(80件)

相談環境 平成２２ফڲ月事務所移厷
→ 相談員が安心して電話を受けられる安全な環境

相談時間をభশするための相談員の確保が困୔
課 題課 題

新たに

自殺予防情報センターを中心とした
ネットワークの強化

ড়生卑員

弁護士会
司法書士会

消費生活
センター

医 ௜

福祉保健所

市町村

警 察

ড়間団体

学 校

労働局
産業保健

自殺予防
情報センター

・専門相談
・うつ病の早期発ৄ・早期匮௜についての

普及啓発

心৶学の知ৄがँり
心の悩みに対応でき

る心৶職のଦ置
（Ｈ２２ع）☎4506-821-088

Ｈ２１ফ Ｈ２２ফ Ｈ２３ফ Ｈ２４ফ Ｈ２５ফ Ｈ２ڲফ Ｈ２７ফ

相談環境の整備
通話録音装置などの備品整備

相談員の確保に対する支援
８０人から１５０人体制へ【実働】

相談員の資質向上やフォローアップ研修への支援

相談員を൐ফ５０人養成

相談時間ڵ時２１ع時 相談時間のభশ

相談時間の
２４時間化（目標）

☎088-
824-6300

相談時間の２４時間化

24時間化に向けたスケジュール24時間化に向けたスケジュール

相談員養成定員を３０人相談員養成定員を３０人
から５０人に拡大 365日の電話相談対応

関係機関の紹介

「相談結果」の報告

紹介システム紹介システム

相談件数（月平均）
H20 4,911件(409件)
H21 6,498件(541件)
H22 (9月末まで) 6,419件(713件)

H22 (9月末まで) 482件(80件) 相談時間をభশするための相談員の確保が困୔
仮眠室、夜間の出入りが可能な環境
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かかりつけ医から精神科医への紹介システムの構築
うつ病患者の身体症状（特に勘眠）に着目し、一ಹ診௜科の勭来を受診
した人の中から、うつ病の可能性のँる人を早期に発ৄし、専門医につ
なぐ紹介システムを構築

一ಹ診௜科（内科等かかりつけ医師）

診
௜

うつ病対策の強化 عମ近な৉ୠで௧୅的な相談がਭけらोる৬਑を整備していきますع

平成２２ফ২ٹ
かかりつけ医から精神科医につなぐため、紹介する対象者の範囲や
紹介匪の医௜機関、紹介方法等について匴ୈ → モデル的に実施

平成２３ফ২ٹ
システムの段階的な実施
医௜機関間の診௜匞ৡ体制の構築

紹介システム【イメージ】

自殺・うつ病対策の主な取り組み

医医

うつ病の൧૵・੘௜ૼ୒の向上を௕る
ੳ知ষ৿௜১研修（２４ڽع２３ڽ）新

うつ病の匮௜に卻஍性が単औれている認知ষ動௜法の普及を௕る
【対象者】精神医௜にజ事する医師、่護師、心৶士等

拡
充

出来事 認知・思考

ੳ知ষ৿௜১とは －認知とষ動にඳ点をँてながら進めていく心৶௜法ٕ
出来事や勭৖のඵౕをどのようにኇえるか（認知）・考えるか（思考）によढて、
厤情やষ動は厭わります。
認知・思考のパターンを厭えることによढて、問題となढている厤情やষ動を修匁
します。

前向きな気匛ち・ষ動

ઇ育ಉ関係者心のケア対応ৡ向上研修（ڴ２ڽع２３ڽ）新

ষ 動
バランスのとれ
た考え方と、前
向きなষ動を身
につけていきま
す。౯定的な気匛ち・ষ動

新

ి卲なうつ病診௜の知௙・技術及び専門の医師との連携方法等のಆ千に
より、うつ病の早期発ৄ・早期匮௜を௕る

（Ｈ20・Ｈ21）受講者１７０人（実績）
（Ｈ22~Ｈ24）２００人×３ফ（ৄ匸）

かかりつけ医へのうつ病対応ৡ向上研修の実施（２４ڽعڬ２ڽ）

うつ病の可能性を考慮（継続する勘眠かをॳख़ッॡ）

௜

２週間以上継続
又は

睡眠薬を投与しても஍果が勘厝分

２週間以上の継続なし

精神科・心௜内科の医௜機関

紹
介
・
予
約

うつ病の身体症状
ਂ༒、⌾ဵ厤、୫ඟ勘ஷ、めまい等

睡眠薬の投与

特に着目

睡眠薬の投与
の前に・・

診
断
技
術
の
向
上

高齢者や家族の心の健康相談に対応する
こころのケアサポーターの養成

高齢者に日ଞ的に接しているケアマネジャー等を対象にうつ病についての匁しい知௙
と傾聴の技法を学॒だ「ここौのケア१ポーター」を養成し、高齢者や厪୧介護者の
心の健康づくりと、うつ病の早期発ৄにつなऑる
【対象者】介護のケアマネジャー、ホームヘルパー、

地域包括支援センター職員など
平成2228عফ২で700人養成

【対象者】かかりつけ医（内科医、産婦人科医等）

医
師
相
互
交
及
研
修
会

医
師
相
互
交
及
研
修
会

傾聴ボランティアの養成
ひとり暮らしの高齢者や悩みを抱える人の話を身近で聴く、傾聴ボランティアを養成し、
地域での心の健康づくりをすすめる

【対象者】ড়生卑員、児童卑員など
平成2128عফ২で800人養成
H21 受講者101人(実績)

認知ষ動௜法研修ٷ

診
௜
技
術
の
向
上

ઇ育ಉ関係者心のケア対応ৡ向上研修（ڴ２ڽع２３ڽ）

ઓஐ਋精神ႈ೩対応ৡ向上研修（ڴ２ڽع２３ڽ）新

新
児童生徒と接する機会が多い学校関係者等を対象に、うつ病をはじめ精神疾患に関する
匼ຊ知௙や対応方法を学व研修をষい、早期発ৄ・早期匮௜を௕る

【対象者】学校関係者（養護教諭等）

思春期精神疾患の早期発ৄ・対応に厧要かつి卲な診௜の知௙・技術及び精神科
等の専門の医師との連携方法等のಆ千により、思春期精神疾患の早期発ৄ・早期
匮௜を௕る 【対象者】かかりつけ医（小児科医や内科医等）

それぞれ
平成2328عফ২で300人受講
50人×6ফ間ٙ300人

新
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⽇本⼀の健康⻑寿県づくり 障害保健福祉課ひきこもり⾃⽴⽀援対策の推進

平成23年度の取り組み課 題現 状
【予算額】H22当初 6,074千円 →  H23当初案 6,15２千円

【【居場所づくり】】
●圏域毎の集いの場の開設
・⾼知市：障害者地域活動⽀援センターにおける若者サ

ポート事業
・⿊潮町：幡多圏域の親の会による本⼈の居場所及び家

族 交流 場 活

拡●ひきこもり状態にある⼈の正確な⼈数は、明らかではないが、
不登校や若年無業者の調査結果にあるように、⼦どもから成⼈ま
で⽀援が必要な多くの⽅が、地域の中で⽣活をされている実態が
ある。

255⼈775⼈

15〜34歳の
ひきこもり状
態の⼈を含む

精神疾患
発達障害

①保健福祉、医療、教育、就労等の各
関係機関が連携できる、ネットワーク
づくり
②関係機関の相談員等専⾨職員の知識
や⽀援技術の向上

族の交流の場の活⽤

【【個別⽀援の充実】】
●精神疾患等で⻑期間ひきこもり状態にある⼈に対し、

多職種チームによるアウトリーチの体制を整備する。不登校・
ひきこもり
⾼校⽣

若年無業者（ニート）
１５〜３４歳の
⾮労働⼒⼈⼝
家事も通学もして
いない者

ひきこもり
３５歳〜

255⼈
平成21年
度公⽴⾼
校の不登
校⽣徒数

775⼈
(⼩156⼈・
中619⼈)

平成21年度に
おける公⽴⼩
中学校の不登
校児童⽣徒数

③ひきこもり本⼈、家族が孤⽴せず、
社会とつながるための居場所づくり
④⻑期間ひきこもり状態にある⼈の回
復を促す個別の⽀援が必要

⑤ひきこもり本⼈や家族に必要な情報ひきこもり地域⽀援セン

未調査

今後の取り組み

不登校・
ひきこもり
⼩・中学⽣

⾼校⽣
若年無業者
3,200⼈
（平成17
国勢調査）
・出現率は
全国2位

⑤ひきこもり本⼈や家族に必要な情報
提供と正しい理解の普及啓発 ひきこもりの状況に応じた⽀援の４段階ひきこもりの状況に応じた⽀援の４段階

家族へ
のアプ
ローチ

本⼈へ
のアプ
ローチ

集団の
場への
参加

段階的
社会参加

家族相談
家族会

本⼈相談
訪問サ
ポート

居場所 社会体験
活動

10

20

30

40
ひきこもり地域⽀援セン
ターの相談件数(⽉平均)

２２．７

３５．３

今後の取り組み
H21 H22 H23 H24 H25～

①ひきこもり地域⽀援
センターを中⼼とした
相談機関のネットワー
クの構築・強化

関係機関連絡会議、事例検討会

ひきこもり群の推計値
◆H22年7⽉に公表された内閣府の若者の
意識に関する調査（ひきこもり調査）結果

H23年度末までに全ての
市町村の保健師、地域活
動⽀援センターの職員等
に対する養成研修を実施

対象となる⽅の状況に応じた⽀援を 的確に⾏います

調査 全国の
本 県結果 推計値

0

10

平成21年度平成22年度

9月末現在

②⼈材育成

③居場所づくり

ひきこもり対策担当者⼈材養成研修会（H21〜）・基礎講座（H22〜）

家族サロンの開催

ひきこもり本⼈が集い活動できる場の整備
活動内容：料理、室内スポーツなど

圏域毎の集い
の場の開設

精神保健福祉センター
内 、週１回

⻘年期の集い(精神保健福祉センター
内) H22 9⽉から⽉４回に回数増

拡

本 県結果 推計値
(万⼈) 

ふだんは家にいるが、⾃分
の趣味に関する⽤事の時だ
け外出する

1.19% 46 準ひきこもり
２，５３９⼈

ふだんは家にいるが、近所
のコンビニなどにはでかけ
る

0.40% 15.3 狭義の
ひきこもり ８６１⼈

④個別⽀援の充実

⑤普及啓発の促進

家庭訪問等によるひきこもり本⼈・家族の⽀援

◆ひきこもりミニガイドブック、ひきこもり社会資源集
の作成・配布（H23）

◆ひきこもり⽀援普及啓発地域研修会（H22〜）

内) H22.9⽉から⽉４回に回数増る
⾃室からは出るが、家から
は出ない 0.09% 3.5 １，３１３

⼈ １９４⼈

⾃室からほとんど出ない 0.12% 4.7 ２５８⼈

合 計 1.79% 69.6 広義のひきこもり
３，８５２⼈
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【地域生活定着支援センターの設置】
●福祉による支援を必要とする矯正施設退所者に対し支援をষう७থ
ターを設置（1ヶ所）

【地域生活定着支援センターによる支援】
●コーディネート業務
・保護観察所からの依頼に基づき、対象者の福祉サービスの確認、
受入施設等のあっせんや福祉サービス等に係る申請支援等を実施

●フォローアップ業務
・矯正施設退所者の受入施設等に対する本人の処遇、福祉サービス等
の匏৷に関する助言

○矯正施設入所中に、退所
৏৞ෟに福祉サービスにण
なぐための支援ができてい
ない
○福祉による支援を受ける
ことができないまま出所し、
地域で生活できないため、
卭ल犯罪を犯し卭২入所

【福祉の支援が必要な矯正施設退所
者の現状】
〔全国〕

○親族等の受入先がない
満期釈放者約7200人طফ
うち高齢又は障害者：約1000人طফ

（Ｈ18法務匚厣厌調査）
○満期釈放者のڱফ以内の刑務所卭入所厾
高齢者＝約70％、64歳以下＝約60％

（法務匚厣厌調査）
○知的障害者等の犯罪動機
トップは困窮・生活苦（約37％)

取り組み課 題現 状

業務内容

【予算額】H22当初 0千円 →  H23当初案 16,864千円

঩ম঳の௏೨শํ県तऎり 地域福祉政策課地域生活定着支援事業新新新新

の匏৷に関する助言

●相談支援業務
・矯正施設退所者の福祉サービス等の匏৷に関して、本人または、
その関係者からの相談に応じて、助言その他必要な支援を実施

トップは困窮・生活苦（約37％)
(Ｈ18法務匚厣厌調査)

〔高知県〕

○高知刑務所全入所者数：464名
うち高齢又は障害者：124名
うち受入先がない者：2名

（Ｈ22.10高知刑務所調査）
○H21ফ২の退所者で高齢又は障害者で
受入先がなかった者：10名

（高知刑務所調査）

連絡・調整
（県内刑務所に入所中の者が他県内に帰住を希望する場合）

高知保護観察所
①事前調整

生活環境調整

（保護観察所と連携）

生活環境調整षのੈৡ
（コーディネート業務）

（公募のうえ社会福祉法人、ＮＰＯ等に運営委託）

高知刑務所（矯正施設） ②受入先調整
（県内に帰住する場合）

福祉事務所
市町村

ハローワーク

精神保健
福祉センター

福祉施設
福祉事業者

地域包括支援
センター

障害相談支援
事業者

身体障害者・
知的障害者
更生相談所

社会福
祉協議会

更生保護施設

県内市町村

＜他県地域生活定着支援センター＞

取り組みのイメージ

再犯
リスク大
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■高齢化の進行
・ഠ齢人ઠ 28.2％（Ｈ21全国3位）

■要介護（要支援）認定者数の増加
・Ｈ21 40,022人⇒ Ｈ26ৄ੢45,791人

■第4期（Ｈ21～Ｈ23）介護保険料
・ 4.388円（全国15位 全国4,160円）

■中山間地域での介護サービス
・র৛間地域の঳৖でम、介護サービスの઀୹がਂેী

■介護予防と生きがいづくりの推進
・介護੒ଆの൤఺ཟ৅とؚકড়が਌体とऩढた介護੒ଆのலੌाづくり
・スポーツや趣味を生かした健康と生きがいづくり
・ねんりんピック高知大会開催を契機とした生きがいづくり

■地域ケア体制の整備
・地域で要介護者等を支えるケア体制の整備

■県ড়みんながঽら進んで௏೨
づくり、生きがいづくりに取り
組みます

おじいちゃんも
おばあちゃんも
大好き

いつまでもお
互い元気でい
ようね。

100歳まで
頑張ろう！

理想とする地域ケアとは理想とする地域ケアとは理想とする地域ケアとは理想とする地域ケアとは

介護や医療が必要な状態になっても、高齢者が個人としての尊厳を保ち、生き
がいを持って地域の中でその人らしい暮らしができるようにサポートすること

■ 24時間・365日住み慣れた地
域で安心して暮らせます

■いつまでも元気で暮らすために

■たとえ介護が必要になっても安心して暮らすために

・র৛間地域の঳৖でम、介護サービスの઀୹がਂેী

■特別養護老人ホームの入所待機者
・H21ফ11月末で、2,637人（अठ૔୧472人）

■介護人材の確保
・県内થ஍੷人೅૨（H22ফڴ月）

全 産 業 ：0.54
福祉関係：1.33    介護関係：1.08

■認知症高齢者の増加
・Ｈ20推計22,500人⇒Ｈ27ৄ੢27,100人

・地域で要介護者等を支えるケア体制の整備
・地域包括支援センターの機能強化
・緊急用ショートステイ体制づくりの推進
・中山間地域介護サービス確保対策

■介護サービスの充実・確保
・介護サービスの基盤整備
・スプリンクラー等防火安全設備の整備

■福祉・介護人材の確保対策
・介護福祉士等の資格取得の支援拡充
・介護のலহषの৶ੰを஥ीるたीの൤఺ཟ৅
・処遇改善等による介護人材の安定的な確保

■地域における認知症の人と家族への支援
・੫業、਒ষृૹ૲等の্にৌする認知症サএーॱーുਛ൥ౠの৫ಈ
・認知症にৌするਫしい知௙ृৌૢ্১にणいてのཟ৅
・高齢者虐待の防止
・認知症ႈ೩ୢ௜センターのਝ઼

■૔୧でも઱設でも૾ଙにૢग
た質の高いサービスが受けられ
ます

■認知症になってもみんなに支
えられ、それまでと変わらない
生活ができます

高知のお年寄
りって、みんな
輝いてるよね。

高知でずっと住ん
できて本当によ
かったよ。

域で安心して暮らせます

■県内どこでも必要な介護サー
ビスが受けられます

当然ですよ。
どこでも来ますよ。

遠くまで来てく
れてありがとう。

みんなが見守っ
ているから大丈
夫だよ。
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঩ম঳の௏೨শํ਩तऎり 高齢者福祉課介護保険対策の推進
ع卫ড়勢体の介護予防のしくみづくりع

【【住ড়主体の介護予防のखऎみतऎり住ড়主体の介護予防のखऎみतऎり】】2,5002,500千円千円→→3,6233,623千円千円
●介護予防市町村匣ର事業厔ଓஃস 2,000千円

H23ফ২予৒ 200千円×10市町村

●「地域リーダー」の養成 1,101千円
福祉保健所ごとに卫ড়対଴の「介護予防講座」を開催し、
地域リーダーを養成する

●介護予防推進連絡会議（仮称）の開催 522千円
福祉保健所ごとに「介護予防推進連絡会議」を開催し、県・市町村が
連携してしくみづくりに向けて取り組む

【【介護予防に関する普及・啓発事業介護予防に関する普及・啓発事業】】９５３千円９５３千円→→10,00010,000千円千円
●介護予防手帳の活用 1,000千円

平成23ফ২の取り組み
○独自の介護予防プログラムの開発

・介護予防事業の効果検証
⇒運動に加えて口腔機能向上も併せて実施した方
が「体ৡがついた」「୫事がउいしくなढた」
等、生活の改善がみられた

・効果的な介護予防プログラムの開発
○卫ড়勢体の介護予防のしくみづくり

・地域リーダー育成 ：２市町
（अठଓஃস活用 １市）

・育成に向けて関係機関等と検討中 ：８町村
※すでに体操サポーターなどの人材がいる

：８市町
[課題]

・市町村では、保健ప等がള数の業勲をষ
ষढてउり、体勧が弱く、人材育成やし
くみづくりなど、広域での取組みが必要

○独自の介護予防プログラムの開発
・介護予防事業の効果検証

⇒運動に加えて口腔機能向上も併せて実施した方
が「体ৡがついた」「୫事がउいしくなढた」
等、生活の改善がみられた

・効果的な介護予防プログラムの開発
○卫ড়勢体の介護予防のしくみづくり

・地域リーダー育成 ：２市町
（अठଓஃস活用 １市）

・育成に向けて関係機関等と検討中 ：８町村
※すでに体操サポーターなどの人材がいる

：８市町
[課題]

・市町村では、保健ప等がള数の業勲をষ
ষढてउり、体勧が弱く、人材育成やし
くみづくりなど、広域での取組みが必要

平成ڮڮফ২の取り組み現 状
【予算額】H22当初 8,423千円 →  H23当初案 15,502千円

拡拡拡拡

５５５５

拡拡拡拡

○介護予防の取組方針を明確にしている
市町村が厮なく、取組が勘十分

・虚弱な高齢者の把握が十分でない
・介護予防の効果が勘明確
・具体的なプログラムの提示がない
・身体機能向上の取組が中心で、栄養改善、

口腔機能向上は十分取り組まれていない

○県ড়の健康叔ଙとႈ୰の勶叔をऴまえ、
健康づくりや介護予防の必要性につい
て県ড়の৶卆と普及啓発が必要

いつまでも
元気いきいき！

H22 H23 H24 H25

卫ড়勢体の介護予防の
しくみづくり

普及啓発
介護予防手帳の活用

普及啓発
広報番組による啓発

●介護予防手帳の活用 1,000千円
平成22ফ২作成の「介護予防手帳」を匲ླྀし、ড়生卑৩及लഠ人
クラブ等の活動の場で普及していく

●介護予防普及啓発卑౏厄 9,000千円
事୻ງ介等をৢगて予防の効果やプログラムをଳಁ的にງ介
（ＴＶ：５分番組×週１回×３月 新聞 ３回）

くみづくりなど、広域での取組みが必要
○介護予防の普及・啓発

・介護予防手帳の作成・配布
→県ড়ँऑての介護予防と健康づくり

の機運の醸成が必要

くみづくりなど、広域での取組みが必要
○介護予防の普及・啓発

・介護予防手帳の作成・配布
→県ড়ँऑての介護予防と健康づくり

の機運の醸成が必要

今後の取り組み今後の取り組み

・効果検証
・プログラム開発
・効果検証
・プログラム開発

地域で卫ড়が勢体となढた継続的な取り組み
しくみづくりしくみづくり
（10市町村） 継続的な取り組み

ড়生卑৩・ഠ人クラブ等の場での活用

積極的な普及・啓発活動へ

普普
及
・
啓
発

住
民
主
体
の

し
く
み
づ
く
り

ＴＶ・新聞での広報
ড়生卑৩・ഠ人クラブ等の活動の場の活用

推進連絡会議の
開催

地域課題・資源の地域課題・資源の
ତ৶

第5期介護保険事業計画との連携

地域リーダーの育成

住住
ড়ড়
主主
体体
のの
介介
護護
予予
防防
のの
推推
進進

５５５５

介護予防講座の開催

博यまでのଈಝ厾が全国を上回る৻０ڲ・
・ফ齢が高くなるにつて平಑౟୵がಇलる
・１００歳以上高齢者数は全国３位

ＴＶ等での広報

介護予防手帳の
作成

しくみづくり
（10市町村）
しくみづくり
（10市町村）

継続的な取継続的な取
り組み

しくみづくり
２市町村

しくみづくり
２市町村

すでに体操サポーターなどの
人材がいる市町村

地域で卫ড়が勢体となढた
しくみづくり

地域で卫ড়が勢体となढた
しくみづくり

・「地域リーダー」の養成
・推進連絡会議の開催

継続的な取継続的な取
り組み
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঩ম঳の健康শํ਩づくり 高齢者福祉課スポーツや趣味を生かした健康と生きがいづくり
ねんりんピック高知大会開催を契機とした生きがいづくり

【【高齢者生きがい対策費高齢者生きがい対策費】】39,40539,405千円千円→→37,66537,665千円千円
●高知県঺会厹ක匞議会がষअ健康と生きがいづくり事業への支援
・ऒअठシニアスポーツ卦及大会の種目増
・地域活動団体の指導者のねんりんピックへの派遣
・オールドパワー文化展の開催 等

【【ഠযクছঈણ৿୘成事業費ഠযクছঈણ৿୘成事業費】】50,53450,534千円千円→→59,84559,845千円千円
●ഠ人クラঈがষअ঺会参加活動への支援
・ねんりんピック実施種目の普及
・健康づくり、介護予防事業・健康づくり、介護予防事業
・地域でのৄஹり、௰勬、支इ合い事業・地域でのৄஹり、௰勬、支इ合い事業

【【全国健康福祉祭開催準備事業費全国健康福祉祭開催準備事業費】】3,0763,076千円千円→→46,53746,537千円千円
●県実ষ委員会を勳置し、H25ফ10月開催に向けた厜厵をষअ
・県ড়に対घる広報活動
・式典及び宿泊輸送の基本計画策定

平成23ফ২の取り組み課 題現 状
【予算額】H22当初 93,015千円 →  H23当初案 144,047千円

生きがいづくり
●高齢者の約8割は要介護(支援)認定を
受けていない元気な高齢者である。

●団塊の世代は多様な価値観を持つ高
齢者であるため、柔軟な発想で生き
がいづくりを支援していく必要があ
る。

●高齢者の生活環境の多様化により、
ഠ人クラঈへの加ো厾の଩ৣ傾向が
進んでいる。

ねんりんピック高知大会
●平成25ফ10月26日29ع日 開催
●19市町村26種目実施予定

ع生きがいづくりع
・新たに事業の対象者となった団塊世代
の高齢者のニー६に対厸घるためのৄ
直しができていない。

・事業の参加者が高知市内、近郊に偏る
傾向にある。

・事業のマンネリ化
・参加者の固定化、高齢化

عねんりんピック高知大会ع
・実施種目参加人口の拡大
・競技審判員･補助員の確保･養成
・঺会厹ක匞議会、ഠ人ｸﾗﾌﾞとの৴௚勮化
・ボランティアの確保
・県ড়総参加の勚り匢ा

５５５５

新新新新

拡拡拡拡

・県ড়に対घる広報活動
・式典及び宿泊輸送の基本計画策定
・市町村・競技団体・ഠ人クラঈの厜厵に対घる補助স

●19市町村26種目実施予定 ・県ড়総参加の勚り匢ा

H23 H24 H25 H26～

生きがいづくり

県実ষ委員会

広報

ボランティア

総合開・閉会式

宿泊・輸送
市町村・
競技団体

ね
ん
り
ん
ピ
ッ
ク

今後の取り組み今後の取り組み

ね
ん
り
ん
ピ
ッ
ク
よ
さ
こ
い
高
知
２
０
１
３

募集・研修

勳য়

配置計画、募集方法の検討

基本計画 ﾘﾊｰｻﾙ

基本計画

式典音楽・集団演技の内容検討、練習

現地調査、全国来県調査 参加
申込
受付

配宿･輸送計画策定

競技実施
要綱策定

実ষ委員会
勳য় 開催要୩リハ大会

実施
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ作成

基本方針 ﾎﾟｽﾀｰ・ﾃﾚﾋﾞ・ﾗｼﾞｵ・看板・節目ｲﾍﾞﾝﾄ

基本方針

基本方針

総会、常任委員会、各専門委員会による審議 解散

登録ボラ活動

運営役員・補助員編成
実ষ委
解散

シニアスポーツ大
会の種目増 選手･競技役員･ﾎﾞﾗﾝ

ﾃｨｱとして参加競技人口の増→競技ৡの向঱、競技役員等の確保
選手･指導者･ ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱと

して地域で活動

基本方針

ねんりん実施種目やニュースポーツの普及

スポーツや趣味を生かした健康と生きがいづくスポーツや趣味を生かした健康と生きがいづくスポーツや趣味を生かした健康と生きがいづくスポーツや趣味を生かした健康と生きがいづくりのりのりのりの推進推進推進推進
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঩ম঳の௏೨শํ਩तऎり 高齢者福祉課地域ケア体制の整備
【予算額】H22当初 419,620千円 →  H23当初案 247,444千円

高齢者がୢ௜ृ介護を必要な状態になっても、參能な଒り住みຯれたঽ୧ृ
住まいで、個人として尊厳を保ち、生きがいをもってその人らしい生活ができ
るように支える体制を整備する。

地域ケア体制の整備

■介護保険施設等の匏用者が多い
●要介護2以上の認定者千人当たり定員数
（平成20ফ介護サービス・事業所৹匀 ほか）

■৸国トॵプॡラスの高齢化厾。しかし匝൦介護ৡ
は脆弱

平成17年 高知県 順位 全国
65歳以上親族のいる世帯 42.2 16 35.1
高齢者夫婦世帯 11.6 7777 9.1
高齢者単身世帯 12.7 2222 7.9

■約6厎の勿ড়が介護が必要になっても住みຯれた
ঽ୧ृ地域での生活をൌ஦

（H22勿ড়匒厱৹匀中間報卪)

現 状 等現 状 等

平成23ফ২の取り組み
【【 地域ケア体制整備地域ケア体制整備 】】 【419,620千円 ⇒ 247,444千円】
●地域で要介護者等を支えるケア体制の整備

【19,549千円 ⇒17,273千円】
・要介護者高齢者に対するୢ௜と介護の連携強化
・地域包括ケアシステムづくりに向けた支援 等

●地域包括支援センターの機能強化
【2,914千円 ⇒4,864千円】

・職員の専門性向上を図るための研修の充実強化
●訪問看護支援事業

【2,777千円 ⇒3,952千円】
・訪問看護ステーションの運協ଵ৶ृ看護叒୒

向上、匏用യ勺のための研修ভの実施 等
緊急用ショートステイ体制づくり

【17,808千円 ⇒26,067千円】
・緊急時に匏用參能なショートステイ確保ृ

●地域で要介護者等を支えるケア体制の整備
【19,549千円 ⇒17,273千円】

・要介護者高齢者に対するୢ௜と介護の連携強化
・地域包括ケアシステムづくりに向けた支援 等

●地域包括支援センターの機能強化
【2,914千円 ⇒4,864千円】

・職員の専門性向上を図るための研修の充実強化
●訪問看護支援事業

【2,777千円 ⇒3,952千円】
・訪問看護ステーションの運協ଵ৶ृ看護叒୒

向上、匏用യ勺のための研修ভの実施 等
緊急用ショートステイ体制づくり

【17,808千円 ⇒26,067千円】
・緊急時に匏用參能なショートステイ確保ृ

≪地域包括ケアシステム
づくりに向けた支援≫

介護保険者が主体とな

地域包括ケア

高齢者のニーズ及び地域課題の把握

地域包括支援センター

地域課題の整৶

介護
保険

住ま
い

生活
支援 ୢ௜ 介護

予防

※地域ケア
会議

ਥਹཕ護 介護予防ケア
マネジメント

包括的・継続的ケ
アマネジメント

総合相談支援

地
域
包
括
支
援

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

５５５５

定員数 順位 全国平均

施設計 354 14 319

特養 152 37 160

老健 93 43 121

療養型 109 1 38

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ 84 8 52

“ 状 況 ”

●ୢ௜、介護関厂者৊厨の連携が
一部の地域にとどまっている。

●厪୧ୢ௜を叕う訪問看護ステー
ションの減少、事業所の規模が小
さく、24時間対応等の多様化す
るニーズへの対応が困難。

訪問看護ステーション数
H17 55ヵ所→ H22 43ヵ所

●緊急用ショートステイの匏用者
は、当঩ृ৐঩の匏用者ண匸が多
く、緊急時への対応が引き続き必
要と考えられる。

●H23ফ২介護௜ു୰床のఀ厙勡
଒が勘්৥。

≪これまでの取り組み≫
■厪୧で要介護者も匝ఔも勣升してථらचるல組
みづくり
○ୢ௜機関、施設と厪୧サービスの卲れ৯のない
提供がষえる体制整備等のためのୢ௜・介護関厂
機関の連携強化

○ୢ௜と介護のニーズを匛った高齢者の勣升で勣
৸な厪୧௜ുを支えるために匤要な訪問看護に関
する支援（匏用者ृ匝ఔ、訪問看護ステーション
等からの相談を受ける窓口の設置）
○厪୧生活の勣升の確保のため、介護者の急୰等
の緊急時に匏用參能なショートステイの確保
○H23ফফ২ଜの介護௜ു୰床のఀ厙に向けて、
入院患者の状態にふさわしい施設への転換ができ
るように相談等の支援

など

・緊急時に匏用參能なショートステイ確保ृ
相談窓口の運用

中山間地域介護サービス確保対策
【45,862千円】

・事業者へ助成する市町村等への補助
●௜ു୰床の円ෟな転換支援

【376,572千円⇒149,426千円】

・緊急時に匏用參能なショートステイ確保ृ
相談窓口の運用

中山間地域介護サービス確保対策
【45,862千円】

・事業者へ助成する市町村等への補助
●௜ു୰床の円ෟな転換支援

【376,572千円⇒149,426千円】

介護保険者が主体とな
り構築する “地域包括ケ
アシステム”について、
どうすれय卲れ৯ない
サービスが提供できるよ
うにできるのか協議でき
るような支援等を実施す
る。

これまでの取り組み、課題等 ５５５５新新新新

H22以前 H23 H24～

地域で要介護者等を支
えるケア体制の整備
地域包括支援センター
の機能強化
訪問看護の体制強化

緊急用ショートステイ
体制づくり
中山間地域介護サービ
ス確保対策
௜ു୰床の円ෟな転換
支援

今後の取り組み今後の取り組み

※地域ケア体制の整備、地域包括ケアシステムづくりへの支援等

※H22匼স事業、H2324ع国庫補助。H24ফ২にH25ফ২以ఋの対応協議

※H23ফ২にH24ফ২以ఋの対応協議
22ফ8াع 17床で事業開始

※今後の動向を注視（情報収集等の実施）

予防プランの簡素化
リーダー研修等の実施

相談窓口の設置 匏用യ勺のための研修ভ実施

研修の充実強化
予防プラン簡素化の普及啓発
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【【地域包括支援センター機能強化事業地域包括支援センター機能強化事業】】 4,8644,864千円千円
○地域包括支援センター職員スキルアップ推進事業○地域包括支援センター職員スキルアップ推進事業
（内容）地域包括支援センター職員研修企画会議（仮称）を設置し、職員に対する研修

を体系化し、複合的な課題への対応等、より専門的で効果的な研修を実施する。
◇◇地域包括支援センター職員研修企画運営会議 581千円

◇◇地域包括支援センター職員研修（初任・指導者） 567千円
◇◇地域包括ケアマネジメントリーダー養成研修 532千円
◇◇介護予防支援従事者研修 147千円
◇高齢者権利擁護に関する研修 ＊再掲（認知症高齢者支援事業で実施）

○地域包括ケア推進事業○地域包括ケア推進事業 3,0373,037千円千円
（内容）先進的な取組みをしている自治体（埼玉県和光市）職員を講師に招き、

地域包括支援センターが担うコーディネート機能についての具体的なケース
検討のプロセスを実践し、活動の課題と解決方法を学ぶ実践研修を実施

※平成23ফ২म压ব市にउऐる取組を予৒。また、福祉保健所職員の厴加により厰෠域
毎の事業展開を図る。さらに、公開講座や報告会を開催し、他市町村への情報提供も

○高齢者人口、要支援者数の増加に伴い、介護予防支
援業務が増加し、包括的・継続的ケアマネジメント
業務に十分専挡できない。
・プラン作成件数

（H18）5,235件 → （H20）6,370件
⇒（H22）介護予防支援業務簡素化マニュアル作成

※煩雑な事務手続きの簡素化やプラン作成のポ
イントをマニュアルとして作成

଻શのアセスメント・事୻ਫ਼ୈはৰ઱औれているが、地域ٷ
のアセスメントやケアマネへの指導・助言が十分出来てい
ない。

◆成ফ৏ৄ勧২の活用や൑挚事捁への支援等をষう勻匏ཕ護
業務の取組が十分出来ていない。

○地域包括支援センター運営状況調査では、主任介護
支援௧୅৩ಉの௧୅૙ન৳が൑୔、૙৩のৡ୤ਂଌ
が多くあげられている。
⇒（Ｈ22）地域包括ケアマネジメントリーダー養成研修

঩ম一の௏೨শํ県तऎり 高齢者福祉課地域包括支援センターの機能強化

平成23ফ২の取り組み
○介護予防支援業務の簡素化し、
地域包括支援センターが本来業務
を発揮できるような支援が必要。

◆介護予防支援業務簡素化マニュア
ルを活用し、業務の簡素化及び効
厾化

◆地域包括支援センター職員の専門
性の向上を図るために、研修の充
実強化

◆地域包括支援センターが、地域包
括ケアの中核機関としてコーディ
ネート機能を発揮出来るよう具体
的な取組を通じた支援

○介護予防支援業務の簡素化し、
地域包括支援センターが本来業務
を発揮できるような支援が必要。

◆介護予防支援業務簡素化マニュア
ルを活用し、業務の簡素化及び効
厾化

◆地域包括支援センター職員の専門
性の向上を図るために、研修の充
実強化

◆地域包括支援センターが、地域包
括ケアの中核機関としてコーディ
ネート機能を発揮出来るよう具体
的な取組を通じた支援

課 題現 状
【予算額】H22当初 2,914千円 →  H23当初案 4,864千円

新新新新

５５５５

新新新新

新新新新

新新新新

毎の事業展開を図る。さらに、公開講座や報告会を開催し、他市町村への情報提供も
ষう。

医師会

社会福祉士会

看護協会 介護支援専門員
連絡協議会

高知県社会福祉協議会

ワーキンググループ

地域包括・福祉保健所

事務局（県）連携

地域包括支援センター職員研修
企画会議（仮称）

◆地域包括支援センターに対する研修が体系化されていない。

が多くあげられている。
⇒（Ｈ22）地域包括ケアマネジメントリーダー養成研修
◆地域包括支援センターがコーディネート機能を十分発揮
出来ていない。

◆地域包括支援センターに対する研修が体系化されていない。

Ｈ22 H23 H24～

人
材
育
成

地域包括支援センター職員
研修 関係機関連絡協議会

☆介護予防支援業務
簡素化への支援

☆地域包括ケアマネ
リーダー養成研修

連絡協議会の設置連絡協議会の設置 機能発揮のための機能発揮のための
研修の実施研修の実施

高齢者勻匏ཕ護等推進事業
☆高齢者勻匏ཕ護等
推進事業（県社協
への委託）

機
能
強
化

地域包括ケア推進事業

計画の中で役割・機能の計画の中で役割・機能の
明確化明確化

的な取組を通じた支援的な取組を通じた支援

今後の取り組み

१ॖॡル॑଑োखؚిજでڶڸڹۅ
計画的な職員研修の実施

中央東圏域での

→県下への普及

中央東圏域での
実践

→県下への普及
県下全域での県下全域での

実践

一体的な企画・検討一体的な企画・検討

高齢者
（支援を必要とする人） 地域サービス資源

介護
保険

住まい

生活
支援

医探

介護
予防

地
域
包
括
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

地域包括支援センター

勻匏ཕ護

包括的・継続的ケ
アマネジメント

介護予防ケア
マネジメント

総合相談支援

地
域
ケ
ア
会
議

関
係
機
関
（
弁
護
士
会
等）

ステージ１
・個別→地域アセスメント
・専門性からのྍ掊能ৡ
・合勪捊成能ৡ

ステージ２
・会議での進ষ拻৶能ৡ
（効果的なOJT）
・勧২৑৹拪能ৡ

ステージ３
・地域ニーズや社会資源の
評価改善開発

・地域ニーズ把握から地域
の勧২拧ണ

○介護予防支援
従事者研修

○初任職員研修

○地域包括ケアマネ
ジメントリーダー
養成研修

○指導者研修
（センターশ等）

研修の体系化عスキルアップスॸー४ع
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঩ম঳の௏೨শํ਩づくり 高齢者福祉課緊急用ショートステイ体制づくりの推進

現 状
【予算額】H22当初 17,808千円 →  H23当初案 26,067千円

◆介護者の急病等により、ਹ用しञくても、௥床等により受入れが
困難な状況にある。

◆൤஺ਹ用している施設が௥౬टと૚施設へ空ऌ状況を確ੳしない
といけない。

これまでの取り組み、状況等

■緊急用ショートステイベッドの確保、運用
H22.8.1ع
્શു護ഠ人঍ー঒ 17床（14施設）

■緊急ショートステイ相談窓口の設置
H22.10.1ع
社会福祉法人秋桜会（્શു護ഠ人঍ー঒॥スঔスの౔৔）

nこれまでのਹ用状況 (8月10ع月)”

運用上の課題運用上の課題運用上の課題運用上の課題

【 緊急受入れ等 (H21.12া実施৹ਪ（્શു護ഠ人঍ー঒への৹ਪ) 】

305 149149149149

88 28.9% 38383838 25.5%

10 11.4% 2222 5.3%

緊急受入人数 断った件数

件数

利用日当日

利用日当日のうち夜間

介護者の

虐待（措置に

あたらない）
4% (1)

その他

19% (5)

緊急用ショートステイを利用した理由緊急用ショートステイを利用した理由緊急用ショートステイを利用した理由緊急用ショートステイを利用した理由

◆介護者の急病等により
ਹ用するॣースが多い。

3  मるの଄ཅ荘 （高知市） 1床
4  ഻टまりの౔ （南国市） 1床
5  香南赤岡苑 （香南市） 1床
6  トキワ苑 （土佐町） 1床
7  あがわ荘 （仁淀川町） 1床
8  春日荘 （佐川町） 1床
9  ॥スঔスの౔ （日高村） 1床

11  梼原ふじの家 （梼原町） 1床
12  千寿園 （宿毛市） 1床
13  しおさい （土佐清水市） 1床
14  かしま荘 （హດ町） 1床

中央ਧ

緊急用ショートステイベッド
（安芸市）
（高知市）

（須崎市）

安芸圏域

高幡圏域

幡多圏域

中央東
中
央
圏
域

高知市

 ழ૴荘 2床
2床

2床10  清૴荘

2  やすらぎの家
1

ਹ用者ਯ ਹ用日ਯ
安芸圏域 2床 3 15
中央圏域 9床 19 114

高知市 （3床） 12 71

ਹ用者ਯ؞日ਯ

◆緊急用ショートステイベッドの運用の工夫や೜୧介護੍ର事
業ਚ等へのਹ用方法のગ周知。

今後の取り組み（H23ফ২كع
① 夜間等の受入れ対応をしてもらえるよう施設との協議を実施（継続）
② 運用方法の੝ఒ৏のਹ用状況を౷まえ、ਹ用要੯等のગਫ਼ୈ
③ ೜୧介護੍ର事業ਚ等への事業の周知（継続）

急病や事故
54% (14)

葬祭等

12% (3)

一人暮らしで

居宅生活困難

12% (3)

ਹ用するॣースが多い。

５５５５

①緊急ショートステイ相談窓口の運用
8,652千円 → 7,233千円

●緊急用ショートステイ等の空床施設の紹介等
をষう窓口の運੾（਩৔ڭধਚ）（਩੻౏）

②緊急用ショートステイベッドの確保事業
9,156千円 → 18,834千円

●緊急用として્શു護ഠ人঍ー঒のショートステ
イベッドを17床確保

(介護保険者（市町村等）で構成する協議会への補助)

【【 緊急用ショートステイ体制づくり推進費緊急用ショートステイ体制づくり推進費 】】
17,80817,808千円千円 → → 26,06726,067千円千円

中央
９床

安芸
２床

高幡
３床

幡多
３床

相談窓口

৐日のਹ用申込が多く、緊急にਹ؞ਹ用日のਊ日ٲ
用が必要なॣースがৄられるऒとから、ਬऌ続ऌ、
取り組む必要がある。

ਠ૔のとऒौ、ਹ用が૘ない状況であるञी、さٲ
らに周知を図るとともに、運用方法の工夫等が必要。

ਬऌ続ऌ、૔୧েણの安ੱの確保に取り組ाますآ

平成23ফ২の取り組み

高知市 （3床） 12 71
中央東 （3床） 4 25
中央ਧ （3床） 3 18

高幡圏域 3床 4 25
幡多圏域 3床 0 0

17床 26 154
ਹ用者のકਚでढ़क़থトپ
計

◆ਹ用者26人中、16人
がਊ日఺ल৐日のਹ
用申込。
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঩ম঳の௏೨শํ਩तऎॉ 高齢者福祉課中山間地域介護サービス確保対策

平成23ফ২の਄ॉੌा

現 状 等
【予算額】H23当初案45,862千円

高知県の多くを占める中山間地域では、多
捞な介護ॽー६がありながら、匏用者が点
在しており訪問等の捓厾が捰く、在挭介護
事業者の参入が進んでいない。

中山間地域の現状把握のための調査を実施。（H22.69ع）
調査内容：訪問、通所サービスの提供状況、課題

サービス提供に係る収支の状況
介護職員の雇用状況

調査方法：中山間地域の7市町村の訪問介護6事業所、通所
介護8事業所にアンケート、ヒアリング等を実施

赤字
経
費

課 題

事業者が遠෱掤の匏用者のॽー६に応गた
サービスを提供すると共に、特に過疎化が
進んだ地域でも採算が取れる支援策が必要。

・遠෱掤のサービス提供は赤字が大きい。
・このままの状況では、現在、事業者が
叄৶をしながらでも、挬とか提供してい
る介護サービスが提供されなくなり、住
ाຯれた地域での在挭生活が೐匛できな
くなる恐れがある。

新新新新 ５５５５ 【【中山間地域介護サービス確保対策中山間地域介護サービス確保対策】】

約20分（訪問介護）
40分（通所介護）ع30

サービス1回当り移動時間ごとの平均収支状況

●事業所から20分以上の訪問、30分40ع分以上の送迎
の場合は赤字

●採算はడしいが、事業者が叄৶をしながらなんとか全
域にサービスを提供している。

●遠隔地の訪問介護の生活援助は採算がとれず、サービ

サービス提供の状況と介護事業者等の声

介護サービスの提供状況と事業収支の実態
その結果

した事業者へ、市町村が助成した場合に補助。

●中山間地域介護サービス確保対策事業費
（45,862千円）

⋇特別地域加算対象地域の遠෱掤（ൺ匠20
分以遠）の居住者に対し介護サービスを提供
した事業者へ、市町村が助成した場合に補助。
⋈特に匏用者が少ない地域は、20分未満で
も補助。

黒字
介護報酬経

費

経
費

通常地域の訪問所要時間
中山間地域における訪問所要時間

提供回数 事業者数
2未満 1

3未満ع2 3
4未満ع3 2
5.26 県平均

提供回数 事業者数
1.5未満ع1 2
2未満ع1.5 2

2.5ع2 4
2.86 県平均

（
通
所
介
護

全
8
事
業
者
）

（
訪
問
介
護

全
6
事
業
者
）

匏用者1人1週間当りのサービス平均提供回数

同規模事業者の職員の状況との比較

常勤૨岶全国平均を上回
る事業者数

常勤1যਊ峴ਹ用回数岶
全国平均を上回る事業者

訪問介護 6のうち5事業者 6のうち3事業者

通所介護 8のうち7事業者 8のうち6事業者

常ඐ厾及び常ඐ1人当り匏用回数
●介護人౫が勘拒し、特にঃート職員は応൳がऺとんど
ないため、職員の常ඐ厾が全ব平均ेり高く、人件費の
合৶化が困難。

●全体としては訪問先が点在し、移動に時間がかかり、
件数をこなすことができない。（訪問介護・通所介護）

●通所介護は、経営の採算性確保の面から基準ぎりぎり
の職員数で対応しており、職員負担が大きい。

●介護職員ঽ体も高ೡ化し拊ুが勘拒している。

新新新新 ５５５５ 【【中山間地域介護サービス確保対策中山間地域介護サービス確保対策】】●遠隔地の訪問介護の生活援助は採算がとれず、サービ
ス提供を制限することがある。

（1時間未満の身体介護4,620円、生活援助2,630円）
●現状のままでは、現在ষॎれている介護サービスの提
供が困難になる恐れがある。

●遠隔地に少数の匏用者が点在しているため、捓厾が捰
く、サービス提供回数が少なくなっている。

●遠隔地では、匏用ൌ捬໫঩どおりのサービス提供が困
難。（訪問介護・訪問看護・通所介護・通所リハ）

●地域に事業所がなく、地域勭の事業所は遠෱掤のため
サービス提供をষってくれない。

（訪問リハ・訪問入浴・訪問看護・通所リハ）
※ 県平均値は国保連データから引用

※ 全国値は、平成20ফ介護事業৽੾ৰଙ৹ਪ結果（ௐেௌ௮੄ഠ௏ଂ）から引用

෱掤

経
費 ２０分

未満

20分以
上

介
護
報
酬

黒字

1時間
以上

赤字

①①①①

෱掤

経
費 ２０分

未満
20分以
上

介
護
報
酬

1時間
以上

②②②②

助成(a+b)a b

a b c 助成(a+b+c)

赤字
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঩ম঳の௏೨শํ਩तऎॉ 高齢者福祉課中山間地域介護サービス確保対策

訪問先

訪問先中山間地域

送迎

県
内
ど
こ
で
も
必
要
な
サ
ー
ビ
ス
が

【内容】

【補助૨】
県 1／2 市町村1／2

【対象事業の要件】
特別地域加算対象地域内の要介護者等に訪問介護サービス等を提供した場合

「中山間地域介護サービス確保対策」にेる助成制২の創設

効効効効

こんな遠くま
で来てくれて
ありがとう中山間地域のなかでも、採算

性がడしい地域の匏用者に対し
てষった訪問介護ृ通所介護な
どのサービス提供に対し、訪問
及び送迎の費用の一部を市町村
が助成した場合に補助する。

サービス1回当り平均収支に係る、移動時間ごと
の赤字の発生状況（調査事業者数ベース）

1時間以上の遠方
へのサービスには、
さらに上乗せ助成

経営挳挌がడしい地域の捁（市町村調査医卵）

10分
未満

10～
20分

20～
30分

30～
40分

40～
50分

50～
60分

60分
以上

訪問
介護

提供事業者数 6 6 6 6 6 2 1

赤字事業者数 1 4 6 6 6 2 1

通所
介護

提供事業者数 8 8 8 8 5 1 ―

赤字事業者数 1 1 2 3 4 1 ―

事業所

な
サ
ー
ビ
ス
が
受
け
ら
れ
ま
す

【補助額】
・事業所から訪問・送迎に20分以上の場合 介護報酬（基本部分）の15％
・事業所から訪問・送迎に1時間以上の場合 介護報酬（基本部分）の35％
・特に過疎化が進ा匏用者が少ない地域におऐる小規模事業所

訪問・送迎が20分未満の場合 介護報酬（基本部分）の10％
※助成厀の捁 身体介護（30分以上1時間未満）：15％ 600円、35％ 1,400円

通所介護（通常規模で4時間以上6時間未満で要介護3）：
15％ 1,000円 35％ 2,340円

※訪問・送迎に要する時間は、通常の経挢及び方法にेり要する時間
※小規模事業者の要件 1月あたりのサービス提供回数が200回未満の事業者

（介護報酬の「中山間地域の小規模事業所加算」の小規模事業所の要件）

【補助対象介護サービス】
訪問介護、訪問入浴、訪問看護、訪問リハビリ、通所介護、通所リハビリ

【事業の必要性及び効果】
○移動時間等のঢ়係で提供が限られていた本来必要な在挭サービスがౄ実
○採算性から地域になかった在挭サービスの提供
○事業者の収支の匳ఒにेりサービス提供が೐匛されることにेる在挭生活のಲ勸

果果果果
20分以上の遠方
へのサービスに助成

特に過疎化が進み
利用者が少ない地
域では近距離でも
助成
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高知県高齢者保健福祉計画及び第４期介護保険事業支援計画の着実な推進

現現現現 状状状状 課課課課 題題題題

施 設 別
整備数

（H22年3月末）
要介護２以上千人当た

り定員(H19年調査）

特別養護老人ホーム ３，４３６床 全国 ３５位

介護老人保健施設 ２，１３２床 全国 ４４位

介護療養型医療施設 ２，４６１床 全国 １位

【予算額】 Ｈ２２当初1,040,702千円 → Ｈ２３当初案1,170,025千円

対対対対 策策策策

●バランスの取れた施設
整備

◇個人個人の状態に相応し
い施設サービスの提供

◇地域の実情に応じた施設
整備

●施設の居住環境の
向上

◇個室・ユニット化の

●県内の介護３施設の整備状況

介護療養型医療施設が全国一の反面、他の２

施設は全国で下位と、アンバランスな状況

●特養入所待機者の
解消●県内特別養護老人ホームの入所待機者

H21.11月末で、２，６３７人（うち在宅４７２人）

◆◆◆◆介護基盤緊急整備事業介護基盤緊急整備事業介護基盤緊急整備事業介護基盤緊急整備事業
（（（（943,250943,250943,250943,250 → → → → 1,002,0001,002,0001,002,0001,002,000千円）千円）千円）千円）

種 類
21・22年度整備実績 23年度整備計画

箇 所 定 員 箇 所 定 員

小規模特別養護
老人ホーム（29人以下）

1 29 1 29

小規模ケアハウス 1 29 1 29

認知症グループホーム 10 108 2 27

小規模多機能型施設 2ヶ所 20ヶ所

介護予防拠点施設 2ヶ所 -

認知症対応
デイサービス

- 11ヶ所

঩ম঳भ௏೨শํ਩तऎॉ 高齢者福祉課介護サービスの充実・確保

都道府県名 整備率 全国順位

鳥取県 ６２．２％ １位

高知県 ９．６％ ４７位

◇個室・ユニット化の
推進

◇スプリンクラー等
防火安全設備の整備●個室・ユニット型特養の整備状況（平成21年度）

●介護コストへのはね返り
◇介護サービス受給者一人当たりサービス費
(平成21年3月介護給付費実態調査)

◇第４期介護保険料 4,388円（全国15位）

在宅でも施設でも、状態に応じた質の高いサービスが受けられます。

参考

認知症ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ １，９９１床 全国１０位

全体 205.4千円 ( 全国 1 位 181.2千円 )
居宅 115.4千円 ( 全国19位 113.9千円 )
施設 313.3千円 ( 全国 1 位 286.9千円 )

◆◆◆◆介護保険施設等介護保険施設等介護保険施設等介護保険施設等スプリンクラースプリンクラースプリンクラースプリンクラー整備事業整備事業整備事業整備事業

（（（（97,45297,45297,45297,452千円千円千円千円 → → → → 43,44343,44343,44343,443千円）千円）千円）千円）

◆既設の認知症グループホーム
のスプリンクラー等防火安全
設備の整備に助成

新新新新◆◆◆◆認知症認知症認知症認知症グループホームスプリンクラーグループホームスプリンクラーグループホームスプリンクラーグループホームスプリンクラー等整備事業等整備事業等整備事業等整備事業
（（（（124,582124,582124,582124,582千円）千円）千円）千円）

◆消防法改正により設置義務
のある介護保険施設等の
スプリンクラー整備に助成

スプリンクラー 24施設
自動火災報知設備 17施設
消防機関通報設備 9施設

※延べ数

4444期計画期計画期計画期計画のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況

種 類 計画(床) 実績(床)

広域型特養 320 80

小規模特養
（29床以下）

58 29

認知症グ
ループホーム

306 198

地域密着型
特定施設

218 87

計 902 394

デイサービス
- 11ヶ所

小規模多機能型施設 8施設
有料老人ホーム 3施設
老人保健施設 1施設

※22年度末実績
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日本঳の௏೨শํ਩तऎり 高齢者福祉課福祉・介護人材の確保対策

平成23ফ২の取り組み現 状
【予算額】H22当初1,676,229千円 →  H23当初案 1,923,327千円

全産業 福祉関係 介護関係

高知県 ０．５４（０．４０） １．３３（１．５３） １．０８（１．４７）

全 国 ０．５４（０．４２） － －

■有効求人倍率（平成２２年８月現在）

Ｈ２１ Ｈ２２

県内介護福祉士養成校１年生の定員充足状況（３校計）

※カッコ内は平成２１年８月 【【介護職員処遇改善対策事業介護職員処遇改善対策事業】】1,413,239千円→1,488,370千円（障害：290,000千円)
●介護職員の൛স改善(月額１.５万円相当）に取り組む事業所への助成

（H22ফ২म、介護サービス546事業所＋障害福祉サービス238事業所）

【【福祉・介護の仕事広報事業福祉・介護の仕事広報事業】】 25,944千円→ 38,295千円
○こうち介護の日2011開催事業等(19,695千円）

○福祉・介護広報番組制作放送事業(18,000千円）
○介護福祉士等養成施設体験入学推進事業(600千円）

養成施設が実施する体験入学への支援

【【キャリア形成訪問指導事業キャリア形成訪問指導事業】】 6,354千円→ 4,408千円
●養成校の教員等が事業所を訪問し、資質向上のための研修の実施

【【重点分野雇用創造介護職員等養成支援事業重点分野雇用創造介護職員等養成支援事業】】44,926千円→74,244千円
●職員に外部研修を受講させる場合等の、代替職員の派遣

多
様

資
質
向
上

普
及
啓
発

■今後の介護ニーズの増大に伴い、質の高い人
材の安定的な確保が重要な課題

■これまでの取り組み等により、人手不足の改
善や養成校への入学者の増加など、一定の効
果が現れている。

新新新新

■介護福祉士養成校の定員割れ 就職や進学を
৯੐す଄い
人材の育成

メディアを
ਹ৷して介
護のྟৡを
ＰＲ

職員の介
護技術の
向上

課 題

ফ২に੦স॑ણ用खथگڮعڭڮ
集中的に実施
ফ২に੦স॑ણ用खथگڮعڭڮ
集中的に実施

人材確保に向けた取り組み

５０．０％（定員１６０人） ６４．４％（定員１６０人）

※介護雇用プログラムによる入学者を除く

【【障害者就労・キャリアアップ支援事業障害者就労・キャリアアップ支援事業】】4,356千円→6,534千円
●障害者の福祉・介護分野への就労及び介護職員のキャリアアップのための研修の実施

【【複数事業所連携事業複数事業所連携事業】】 7,215千円→9,297千円
●ളਯの৵ૠெ事業所がુ৊でষう求人ણ৿や研修等の支援

【【ਤଡ଼৭උ৾ে支援事業ਤଡ଼৭උ৾ে支援事業】】 11,100千円→ 11,100千円
●養成校の専門員による、ৈ校ে等への福祉・介護の仕事のྟৡをງ介

【【福祉・介護人材マッチング支援事業福祉・介護人材マッチング支援事業】】 12,754千円→ 11,785千円
●キャリア支援専門員による求職者と事業所のマッチング

【【職場体験事業職場体験事業】】 2,664千円→3,404千円
●就職ൌ஦者への職場体験のਃভ઀୹による、円ෟな人材の参入促進

【【緊急雇用創出介護資格取得支援事業緊急雇用創出介護資格取得支援事業】】 145,797千円→ 269,010千円
●事業所で௮ऌながら、介護福祉士の資તを取੭（௞職ଷ業者等97名）

【【外国人介護福祉士候補者日本語習得支援事業外国人介護福祉士候補者日本語習得支援事業】 1,880千円→ 1,880千円
●外ব人介護福祉士౜ଓ者を౻৷した事業者がষう日মୁ研修の支援

【【中山間地域ヘルパー養成研修事業中山間地域ヘルパー養成研修事業】 5,000千円
●中山間地域の市町村が実施するヘルパー養成研修への支援

多
様
な
人
材
の
確
保
の
た
め
の
支
援

新新新新

• 福祉・介護の仕事に関する
普及啓発
• 介護職員の資質向上
• 多様な人材の参入促進
• 介護職員の処遇改善及び
事業所の支援

５５５５

採用率
（Ｈ２１年）

離職率
（Ｈ２１年）

全産業の離職率
（Ｈ２１年）

高知県 ２０．２％ １３．３％ －

全 国 ２５．２％ １７．０％ １４．６％

■介護職員の採用率・離職率

人材の育成

人材ਂଌにฎむ
中山間地域での

ヘルパー養成研修

いつまでも、
安心して暮
らしていく
ため・・・
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঩ম঳の௏೨শํ਩तऎり 高齢者福祉課地域における認知症の人と家族への支援

��高齢৲のਤষपൣःؚ今後認知症高齢者の૶ౕऩੜਸが高齢৲のਤষपൣःؚ今後認知症高齢者の૶ౕऩੜਸが
が見込まれる。が見込まれる。が見込まれる。が見込まれる。が見込まれる。が見込まれる。が見込まれる。が見込まれる。

【【【【要介護（支援）認定を受けている認知症高齢者数（推計）要介護（支援）認定を受けている認知症高齢者数（推計）要介護（支援）認定を受けている認知症高齢者数（推計）要介護（支援）認定を受けている認知症高齢者数（推計）】】】】

(高知県） Ｈ21 22,500人⇒ Ｈ27 27,100人
【【【【知識の普及・啓発、人材育成知識の普及・啓発、人材育成知識の普及・啓発、人材育成知識の普及・啓発、人材育成】】】】

【予算額】H22当初 34,099千円 →  H23当初案 39,289千円

�認知症に関する正しい知௙の普及

�認知症についての相談窓口(コールセンター）の
広報、啓発૔୧द介護॑する家族に対するిજ
な支援

�認知症介護従事者やかかりつけ医、サポーター等
が連携した認知症高齢者や家族への支援体制の
構築

�認知症の早期診断、早期対応（サポート医・かか
りつけ医、認知症知症ႈ೩医௜センター、地域ෆ
括支援センターの連携推進）

�高齢者ྦୄଆૃなन権ਹཕ護の取り組みの推進

課 題

【【認知症प関するਫしः知௙の൤఺؞ཟ৅認知症प関するਫしः知௙の൤఺؞ཟ৅】】
●キャラバン・メイト養成研修事業 1,038千円�969千円

福祉保健所単位でキャラバン・メイト養成研修を実施福祉保健所単位でキャラバン・メイト養成研修を実施
●認知症の人にやさしい企業支援事業 579千円�514千円

企業や商店を対象に認知症サポーター養成研修を実施企業や商店を対象に認知症サポーター養成研修を実施
認知症対策啓発事業認知症対策啓発事業 3,2083,208千円千円
ＴＶによる正しい知識の普及ＴＶによる正しい知識の普及啓発とコールセンター啓発とコールセンターの広報の広報

【【ஂ૧者への支援धৼ୥体制のનয়ஂ૧者への支援धৼ୥体制のનয়】】
●認知症電話相談事業 2,437千円�2,477千円

コールセンターにおける相談支援の実施コールセンターにおける相談支援の実施

【【認知症高齢者や家族への支援体制の構築認知症高齢者や家族への支援体制の構築】】
●認知症地域支援体制構築モデル事業6,597千円�6,309千円

平成23ফ২の取り組み現 状

今後の取り組み

新新新新ＨＨＨＨ21.321.321.321.3月末月末月末月末 H22.3H22.3H22.3H22.3月末月末月末月末

キャラバン・メイト数 高知県 383人 720人

全国 29,492人 42,320人

サポーター養成数 高知県 4,734人 10,255人

全国 834,071人 1,511,554人

総人口に占める
《ﾒｲﾄ＋ｻﾎﾟｰﾀｰ》
の割合

高知県
0.653%

（全国27位）
1.400%

（全国21位）

全国 0.680% 1.225%

認知症かかりつけ

◇◇◇◇企業・団体のサポーター養成数
＊県の「認知症の人にやさしい企業支援事業」による養成

Ｈ21.9月末 424人 ⇒ Ｈ22.9月末 1,247人
【【【【コールセンター相談件数コールセンター相談件数コールセンター相談件数コールセンター相談件数】】】】

Ｈ21 325件 ⇒ Ｈ22.9月末 162件
【【【【高齢者虐待の件数高齢者虐待の件数高齢者虐待の件数高齢者虐待の件数】】】】

��認知症の人ध家族を৉ୠद支इるたीؚ৉ୠકড়や認知症の人ध家族を৉ୠद支इるたीؚ৉ୠકড়や
関係機関が連携した支援体制を構築する必要がある。関係機関が連携した支援体制を構築する必要がある。

●認知症地域支援体制構築モデル事業6,597千円�6,309千円
地域住民、関係機関が連携した支援体制を構築地域住民、関係機関が連携した支援体制を構築

●認知症高齢者૔୧介護支援事業 759千円�839千円
在宅介護を行う家族を対象にした研修や交流会等在宅介護を行う家族を対象にした研修や交流会等

●認知症ႈ೩医௜センターのਝ઼（P27参照）
認知症疾患に関する周辺症状や身体合併症への治療、相談認知症疾患に関する周辺症状や身体合併症への治療、相談

を実施し、地域における認知症疾患の保健医療水準を図るを実施し、地域における認知症疾患の保健医療水準を図る

【【認知症高齢者を支援する人材の育成認知症高齢者を支援する人材の育成】】
●認知症地域医௜支援事業 618千円�1,061千円

かかりつけ医及びサポート医養成研修等の実施かかりつけ医及びサポート医養成研修等の実施
認知症介護実践者養成研修事業 6,547千円�6,309千円
施設の認知症介護従事者等への実践研修等の実施施設の認知症介護従事者等への実践研修等の実施

認知症の৶ੰと家族支援५キル॔ॵউ研修事業 1,974千円
在宅で家族を支える介護サービス事業所職員等に対し、在宅で家族を支える介護サービス事業所職員等に対し、

家族の悩みやストレスに未然に気づき支援するための家族の悩みやストレスに未然に気づき支援するための
技術を身につける研修の実施技術を身につける研修の実施

ຓఐ医ప対଴認知症対応ৡ਱঱研修事業 749千円
歯科医師を対象とした認知症対応力向上の研修歯科医師を対象とした認知症対応力向上の研修

【【高齢者ྦୄଆૃಉਥਹཕ૧の取組の௓ਤ高齢者ྦୄଆૃಉਥਹཕ૧の取組の௓ਤ】】
高齢者権ਹཕ護等推進事業 15,524千円�15,400千円
権利擁護のための相談窓口の設置、研修の実施権利擁護のための相談窓口の設置、研修の実施

新新新新

新新新新

～
Ｈ20

H21 Ｈ22 H23
H24

～

認知症に
関する正
しい知௙
の普及

相談窓口
の広報啓
発

支援体制
の構築

人材の
育成

高齢者権
ਹཕ護の
取り組み
の推進

今後の取り組み

キャラバンメイトの養成キャラバンメイトの養成キャラバンメイトの養成キャラバンメイトの養成キャラバンメイトの養成キャラバンメイトの養成キャラバンメイトの養成キャラバンメイトの養成

企業等のサポーター養成企業等のサポーター養成企業等のサポーター養成企業等のサポーター養成企業等のサポーター養成企業等のサポーター養成企業等のサポーター養成企業等のサポーター養成

コールセンターの設置コールセンターの設置コールセンターの設置コールセンターの設置コールセンターの設置コールセンターの設置コールセンターの設置コールセンターの設置

積極的な広報活動積極的な広報活動積極的な広報活動積極的な広報活動積極的な広報活動積極的な広報活動積極的な広報活動積極的な広報活動

地域の支援ネットワークの構築地域の支援ネットワークの構築地域の支援ネットワークの構築地域の支援ネットワークの構築地域の支援ネットワークの構築地域の支援ネットワークの構築地域の支援ネットワークの構築地域の支援ネットワークの構築

かかりつけ医及びサポート医の研修かかりつけ医及びサポート医の研修かかりつけ医及びサポート医の研修かかりつけ医及びサポート医の研修かかりつけ医及びサポート医の研修かかりつけ医及びサポート医の研修かかりつけ医及びサポート医の研修かかりつけ医及びサポート医の研修

家族を支えるスキルの向上家族を支えるスキルの向上家族を支えるスキルの向上家族を支えるスキルの向上家族を支えるスキルの向上家族を支えるスキルの向上家族を支えるスキルの向上家族を支えるスキルの向上
歯科医師への研修歯科医師への研修歯科医師への研修歯科医師への研修歯科医師への研修歯科医師への研修歯科医師への研修歯科医師への研修

相談窓口の設置、研修の実施相談窓口の設置、研修の実施相談窓口の設置、研修の実施相談窓口の設置、研修の実施相談窓口の設置、研修の実施相談窓口の設置、研修の実施相談窓口の設置、研修の実施相談窓口の設置、研修の実施

虐待者虐待者虐待者虐待者 養護者養護者養護者養護者 施設従事者施設従事者施設従事者施設従事者

年度 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２０ Ｈ２１

高知県 １１２ １１８ ５ ２

全 国 14,889 15,615 ７０ ７６

（H20～）

（H17～）

認知症かかりつけ
医研修修了者

高知県 338人 469人

認知症サポート医
研修修了者

高知県 10人 12人

（H20～）

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23

モデル
事業実施
市町村

高知市、土佐町高知市、土佐町高知市、土佐町高知市、土佐町高知市、土佐町高知市、土佐町高知市、土佐町高知市、土佐町

四万十町四万十町四万十町四万十町四万十町四万十町四万十町四万十町

安芸市、土佐市、四万十市安芸市、土佐市、四万十市安芸市、土佐市、四万十市安芸市、土佐市、四万十市安芸市、土佐市、四万十市安芸市、土佐市、四万十市安芸市、土佐市、四万十市安芸市、土佐市、四万十市
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【【ੳੴ症ႈ೩ୢ௜センターઈ੾੻౏મੳੴ症ႈ೩ୢ௜センターઈ੾੻౏મ】】 0千円 → 5,542千円
●県中央部の精神科病院を認知症疾患医௜センターに指定खथ、事業を੻౏

＜事業内容＞
●௧୅ୢ௜ৼ୥ਗ਼ਵのਝ઼

専任の職員が、本人、家族等からの認知症に関する様々な相談に応じます。
●鑑別診断とそれに基づく初期対応

認知症疾患に関するੂ期൧૵、༓શ൧૵をষः੘௜্ଉをৠ定ख、૑ਏに応じथো院
੔のງ介をষःます。

●周辺症状、身体合併症への急性期対応
周辺症状・身体合併症のੂ期൧૵・੘௜をষうधુに、連携する病院दのਭけোो৹
ତをষःます。

●৳௏医௜関બ者等への認知症に関する研修会の開催
●地域の৳௏医௜関બ者、ૣක関બ者、介護関બ者等からੌ௶औोञ協議会の開催

現 状
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推計

精神科病院入院

高知県の認知症患者数の推移 （人）

通院
（自立支
援医療）

ੳੴ症ႈ೩ୢ௜センターઈ੾事業 ঩ম঳の健೨শํ਩づくり 障害保健福祉課

平成23ফ২の取り組み
新新新新

【予算額】H22当初 ０千円 →  H23当初案 5,542千円

課 題課 題 認知症に関する医௜ध介護の連携体਑(イメージ）

ੳੴ症ႈ೩ୢ௜センターق地域型ك
県中央部の精神科病院を指定

・介護へのつなぎ
・情報提供

地域包括支援センター

内科医等
「かかりつけ医」

・地域のかかりつけ医や認知症コールセンターなどか
らつなए認知症の専୅医௜ਃ関がなः

・認知症の周辺症状や急性期の身体合併症を伴う患者
にৌ応दऌる医௜ਃ関がਂଌ

・地域にउःथిજな医௜や介護が઀୹औोるेう、
医௜ध介護が連携खञ支援体਑のଡണが૑ਏ

認知症疾患患者
家族など

新たに認知症連携担当者を
配置
【業務内容】

・認知症疾患医療センターと
の連絡・相談等

・専門医療機関へのつなぎ
・情報提供

課 題

サポート医※

認知症
コールセンター

他の地域包括支
援センター

今後の取り組み今後の取り組み
H23 H24 H25 H26ع

地域型認知症疾患医௜センター設置قৈ知৘内）

基幹型認知症疾患医௜センター設置 ※認知症の人の診察に習熟し、かかりつけ医へ
の助言その他支援を行い、専門医療機関や地
域包括支援センター等との連携の推進役他の圏域への地域型設置の検討

介護サービス
事業者

《相談・支援》

《連携》

《連携》《連携》

《相談・支援》

認知症に関する医௜ध介護の連携体਑(イメージ）

《連携》
《相談・支援》 《ਹ৷》

《相談・支援》

《専୅医௜のਹ৷》

《ਹ৷》

《相談・支援》
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■福祉施設から地域生活への移行が進んでいない
・Ｈ18からのڰফ間で161人（６ফ間の৯ఏ346人）

■身近なところで福祉サービス等が受けられない
地域がある

・障害者施設がない地域 ９町村（26.5％）
・指定相談支援事業所がない地域 18市町村（52.9％）

■障害者雇用が厳しく、施設利用者の工賃水準も低い
・障害者の就職者数 H21 333人
・১定౻৷厾達成企業 H22 59.4％ 全国９位

■地域生活の支援の充実
・中山間地域におけるサービス拠点の整備
・相談支援৬勧や地域自য়支援匞৮会の充実・勮৲
・こअठँढたかঃーय़থॢ勧২の൤఺促進

■障害者の就労支援
・農業分野の作業を施設が受注できるよう農家と施設の仕事の
橋渡し（マッチング）を実施
・企業への訪問活動による働く場の確保
・一般就労に向けた企業での職場訓練の実施拡大■働く場の確保と日本一の工賃

水準を実現します

私たちに必要なこ
とは何かを、一緒
に考えてね。

■県内どこでも必要なサービス
や支援が受けられます

■障害のある人が自立し、地域で
安心して生活ができる社会の実現

身近なとこ
ろで住めて
安心ね。

中山間でも
送迎付きだから
安心して！

・১定౻৷厾達成企業 H22 59.4％ 全国９位
・障害者の実౻৷厾 H22 1.90％ 全国11位
・平均月額工賃 H21 15,133円 全国 ６位

■発達障害の可能性のある方が増加
・௜育厹ක७থॱーの発達障害の受൧者数が匲匎

Ｈ11 1,811人→Ｈ21 5,574人（10ফ間でگ೅に）
・発達障害の可能性 小中学校児童・生徒の約5.1％

（H21県教育委員会調査）

■精神科医療体制の現状
・ମ৬়ಡඪの匮௜がでऌるಖ卡୰෫が勘ଌしथいる
・َ児童・卩ஐ期ಖ卡医௜ُを叕अ専門୰෫がない
・ಖ卡ఐ೰双医௜事業൧௄ൂ౅件数

H21 1,316件（中央圏域 1,096件 83.3％）
・措置入院 H21 54件（中央圏域 41件 75.9%）

■施設ਹ৷者のੵ൛॔ッউ
・施設の৽協൧友などをষअ৽協॥থサルॱথトの派遣
・施設の自主製品の開発などを助言するアドバイザーの派遣
・官公庁からの発注の促進

■৅୸障害のଫ਋৅ৄ؞ଫ਋௜୘の支援৬਑तऎॉ
・早期発ৄ・早期௜育の支援৬勧तくॉに勚ॉ匢ि市町村の拡大
・発達障害の専門医師の養成
・保育所などの地域の௜育務ঢ়への支援

■ৈੴୢ௜७ンॱشಖઋఐ୰༠ତ૟
・本県のಖ卡ఐの৆北医௜を叕अಖ卡ఐ୰༠の整備を支援■専門৓かण匫়৓なಖ卡医௜

を提供します。

水準を実現します

■全国トップレベルの早期発
ৄ・早期௜育৬勧を৯指します

ボクのサインを
見逃さないで！

高知県は日本一の
工賃なんだって。
高知でよかった！

早期発見で安心！
みんなが支えてく
れてよかったね。
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঩ম一の健೨শํ਩तくり 障害保健福祉課障害者の就労促進

平成23ফ২の਌な取り組み

●働く場のさらなる確保と職域の拡大
●福祉施設から一般就労の促進
●৘঴੨ಉの১৒౻৷૨の୸成

●働く場のさらなる確保と職域の拡大
●福祉施設から一般就労の促進
●৘঴੨ಉの১৒౻৷૨の୸成

課 題
【予算額】H22当初１３４,１８１千円 →  H23当初案 １４８,６２４千円

働きたいけど、な
かなか働ける所
がないなぁ

新新新新

今後の取り組み

●਩৔の就職者ਯऋڱফ連ਢदૌுਈৈ॑ಌৗखؚড়৑੫業の障害者౻৷૨ु১৒౻৷૨॑఍୊
●खかखなऋらؚ൐া৺ڬڬڳযの੷職者のअठ就職प੥लणくのमাڴڮযங২दँりؚ৘঴੨ಉपउःथम
のঽ੘৬ऋ১৒౻৷૨౞୸成ڭ分のگ

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 備 考

障害者の就職者数 266人(47) 293人(47) 333人(45) Ｈ２２．６．１現在
・民間企業の法定雇用率 1.8%（県内377社が適用）
・公的機関の状況
知事部局 2.19%（36位）、県教委 1.97%（14位）
市町村等 1.86%（最下位、38団体のうち13が未達成）

特別支援学校生の就職率（Ｈ21年度実績） 23% 横ばいの状況

障害者の就職率 36.3%(43) 42.6%(17) 46.4%(11)

法定雇用率達成企業 50.4%(24) 52.8%(21) 57.3%(13) 59.4%(９)

障害者実雇用率 1.62%(23) 1.67%(22) 1.75%(20) 1.90%(11)

福祉施設から一般就労者数 29人 34人 52人 福祉施設から一般就労の目標 Ｈ２３年度９９人

（（（（ ）は全国順位）は全国順位）は全国順位）は全国順位

現 状

就職者数333人／新規求職申込者数718人

【【農福連携障害者就労支援事業農福連携障害者就労支援事業】】 0千円 → 2,326千円
●農業分野への就労を促進するため、叕ःুが勘ଌしてःる農業分野の单業を障害者施

設が受ିでऌるよう農匝ध施設のঐॵॳথॢをষう

【【介護員資格取得研修介護員資格取得研修】】 1,934千円 → 1,934千円
●特別支援学校生の就職匪धして、০৏ुॽー६がৈऽるऒधがৄ匸ऽोるৈೡ厹ක分

野への就労を支援するため、介護員（2級課程）資格取得研修を継続して実施

【【障害者委託訓練事業障害者委託訓練事業】】
●訓練枠の拡大 実ᄷ印ৡ取得コース （30人→35人）

特別支援学校特別支援学校早期コース（20人→30人）

【【障害者ঽয়支援ৌੁಏৎ્୻੦স事業障害者ঽয়支援ৌੁಏৎ્୻੦স事業】】 50,800千円 → 6６,９8３千円
●障害者職場実習受入企業に対する実習設備等整備の補助枠の拡大
（1社あたり上限500万円）７社 → １０社

拡拡拡拡

※線表を記載

H21 H22 H23 H24 H25 H26～

ৗञな働く場の確保とಌな
る職域の拡大
・農業分野への就労促進
・企業訪問活動
・介護員資格取得研修
・企業での職場訓練
・実習生受入企業の確保
・A型事業所の新設支援

(H23末での定員300人)

福祉施設から一般就労の促
進
・企業での職場訓練
・実習生受入企業の確保

৘঴੨ಉの১৒౻৷૨の୸
成

新新新新

５５５５

拡拡拡拡

農業分野への就労促進

企業訪問による啓発(ফ৑400社)

市町村等への雇用の要請

介護員資格取得研修（特別支援学校生）

委託訓練の実施

委託訓練の実施

実習受入企業の確保

実習受入企業の確保

実践的な職場実習の促進実践的な職場実習の促進実践的な職場実習の促進実践的な職場実習の促進 95,203千円 → 108,990千円

平成22ফ২研修厴匎者14名のうち13名が資格取得
→13名のうち９名がৈ等৖３ফ生で、うちڱ名が঳ಹ就労に匇ऐて就職活動中

平成21ফ২訓練厖വ生の就職実ౚ
・半௙・叒印習得コース 24名中10名就職（就職厾41.7％）
・実ᄷ印ৡ習得コース 24名中22名就職（ 〃 91.7％）
・特別支援学校早期コース 12名中10名就職（ 〃 83.3％）
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農福連携支援員１名配置農福連携支援員１名配置農福連携支援員１名配置農福連携支援員１名配置
○障害者施設のニーズ把握○障害者施設のニーズ把握○障害者施設のニーズ把握○障害者施設のニーズ把握

障害保健福祉課障害保健福祉課障害保健福祉課障害保健福祉課
障害者就労支援チーム障害者就労支援チーム障害者就労支援チーム障害者就労支援チーム

○農家のニーズ把握○農家のニーズ把握○農家のニーズ把握○農家のニーズ把握
○情報の提供○情報の提供○情報の提供○情報の提供

・農業振興センター
・地域支援企画員

●ૌႧ৲ृৈೡ৲により農業の૿いুがਂଌ
している
●障害者施設では、厳しい経済状況により企
業からの仕事が減少し、新たな仕事の確保
が課題となっている

取り組み

情報の共有、連携

0 20,000 40,000 60,000

Ｈ22

Ｈ17

Ｈ12

Ｈ７

16～39歳 40～64歳 65歳～

人

●農業就業人口の推移 出典：農林業センサス

農福連携障害者就労支援事業 ঩ম঳の健೨শํ਩तऎり 障害保健福祉課
【予算額】H22当初 ０千円 →  H23当初案 ２，３２６千円

農家等のニーズを的確に把握して、障害者施設が農作業等の仕事を受注できるよう農家等のニーズを的確に把握して、障害者施設が農作業等の仕事を受注できるよう農家等のニーズを的確に把握して、障害者施設が農作業等の仕事を受注できるよう農家等のニーズを的確に把握して、障害者施設が農作業等の仕事を受注できるよう
にするため、マッチングセンターを設置し、農家等と施設の仕事の橋渡に取り組む。にするため、マッチングセンターを設置し、農家等と施設の仕事の橋渡に取り組む。にするため、マッチングセンターを設置し、農家等と施設の仕事の橋渡に取り組む。にするため、マッチングセンターを設置し、農家等と施設の仕事の橋渡に取り組む。

現 状

マッチングセンターマッチングセンターマッチングセンターマッチングセンター

新新新新

障害者障害者障害者障害者
施施施施 設設設設

農家、農業農家、農業農家、農業農家、農業
法人、農産法人、農産法人、農産法人、農産
物加工所等物加工所等物加工所等物加工所等

農作業農作業農作業農作業
農作業の提供農作業の提供農作業の提供農作業の提供作業員の派遣作業員の派遣作業員の派遣作業員の派遣

○障害者施設のニーズ把握○障害者施設のニーズ把握○障害者施設のニーズ把握○障害者施設のニーズ把握
○作業実施後の検証○作業実施後の検証○作業実施後の検証○作業実施後の検証

情報の提供、報告

作業料の支払い作業料の支払い作業料の支払い作業料の支払い

●障害者施設と農業者等がお互いの情報を
知らない（機会がない）
●障害者施設と農業者等がお互いの情報を
知らない（機会がない）

●障害者の特性に応じた農作業等に従事で
きる体制を整備し、障害者が農業分野で
ચৡを৅มできるよअにする

●障害者の特性に応じた農作業等に従事で
きる体制を整備し、障害者が農業分野で
ચৡを৅มできるよअにする

0 20,000 40,000 60,000

１７施設が農作業を実施 (例）ネギ、ニラ、セリの
出荷作業

・農業分野への就労、施設の工賃アップ・農業分野への就労、施設の工賃アップ・農業分野への就労、施設の工賃アップ・農業分野への就労、施設の工賃アップ
・労働力の確保・労働力の確保・労働力の確保・労働力の確保

課 題課 題

目指すべき姿目指すべき姿

マッチング
情報の提供等

1,096

1,364 1,407
1,560

1,000

1,250

1,500

1,750

2,000

H18 H19 H20 H21

人

●障害者施設利用者の推移

82



施設ਹ用者のੵ൛アॵউ ঩ম一の健೨শํ਩तऎり 障害保健福祉課

●障害੦ຊফসと়ॎचてु経ੋ的自য়が൑୔なੵ൛਷૆に೏ऽ
っている。

現 状

工賃（月額）の状況

16,013 16,113
15,595 15,133

12,222 12,600 12,587 12,695

11,000

13,000

15,000

17,000

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

５９施設
1,364人

６４施設
1,407人

全国１位 全国１位 全国４位
７２施設
1,560人

対象施設数
利用者数

円

全国６位
６４施設
1,407人

全国１位 全国４位
７２施設
1,560人

対象施設数
利用者数

円

全国６位
４７施設
1,096人

【予算額】H22当初２５,６３６千円 →  H23当初案 ２４,５３７千円

【経営コンサルタント派遣】】 15,80315,803千円千円 →→ 14,25414,254千円千円
●র৵੫঵൧૵૒पेるૣක施設の経営൧૵ؚ੐଑఺लஃ੉॑ষअ

【【商品開発アドバイザー事業商品開発アドバイザー事業】】 00千円千円 →→ 1,5391,539千円千円
●施設のঽ਌ଲ品の開発ृঃॵॣش४ॹ२ॖথऩनの੐଑ؚஃ੉॑ষअ॔ॻংॖ२ୣ॑شാ

平成23ফ২の主な取り組み

新新新新
５５５５主たる作業 内 容

１万円
以下

１万～
２万円

２万円
以上

自 主 製 品 クッキー、花卉、木製品、陶芸品など １３ ３０ ９

企 業 の 下 請 け 清掃、ﾃｨｯｼｭの袋詰め、部品組立てなど ７ ７ ２

作業別工賃の状況

●施設の運営に企業的な経営手法の導入が必要
●一般企業の製品と競争できる自主製品が少ない
ك商品企઺ৡがൠい。প୤の受注にৌૢできないق
●営業૿ਊ者がउैङؚৗञな୿ਲ਼੔が開ิできない

●施設の運営に企業的な経営手法の導入が必要
●一般企業の製品と競争できる自主製品が少ない
ك商品企઺ৡがൠい。প୤の受注にৌૢできないق
●営業૿ਊ者がउैङؚৗञな୿ਲ਼੔が開ิできない

課 題

障害੦ຊফসとੵ൛়॑ॎचて経ੋ的自য়॑ৰ現障害੦ຊফসとੵ൛়॑ॎचて経ੋ的自য়॑ৰ現
目指すべき姿 まずは日本一の工賃水

準を目指して

５５５５

H22 H23 H24 H25 H26～

施設の経営
改善

障害者施設
の商品開発
受注促進販
売先の確保

今後の取り組み

ふるさと雇用再生施設受注促進事業

施設製品展示・
即売会等開催

【【商品開発アドバイザー事業商品開発アドバイザー事業】】 00千円千円 →→ 1,5391,539千円千円
●施設のঽ਌ଲ品の開発ृঃॵॣش४ॹ२ॖথऩनの੐଑ؚஃ੉॑ষअ॔ॻংॖ२ୣ॑شാ
する

【【ふるさと雇用再生施設受注促進事業】】 5,5955,595千円千円 →→ 5,7065,706千円千円
●౸ਓଲ品ृ受注૭ચऩ੿঵ಉ॑੫঵ृਁ৓ਃঢ়पఢੴखؚ販ଡ଼ఁপप਄ॉੌि

【【農福連携障害者就労支援事業農福連携障害者就労支援事業】】 00千円千円 →→ 2,3262,326千円千円（再掲）
●஗঵ী৙षの಺ௌ॑促進するञीؚ૿ःুऋਂଌखथःる஗঵ী৙の੿঵॑障害者施設ऋ
受注दऌるेअ஗ੇध施設のঐॵॳথॢ॑ষअ

施設の状況
経営コンサルタント
派遣

商品開発アドバイザー事業商品開発アドバイザー事業商品開発アドバイザー事業商品開発アドバイザー事業
施設製品のＰＲ、販路の開拓、
共同受注の仕組みづくり

主な作業 課 題

自主製品
・販売先及び生産
量の確保

企業の下
請け

・作業の減少
・作業単価が低い

官公庁か
らの発注

・仕事量の拡大

工賃アップに向けた支援工賃アップに向けた支援工賃アップに向けた支援工賃アップに向けた支援

施設の経営診
断、工賃アッ
プのための助
言・提案

自主製品開発やパッ自主製品開発やパッ自主製品開発やパッ自主製品開発やパッ
ケージデザイン等へのケージデザイン等へのケージデザイン等へのケージデザイン等への
支援支援支援支援

販売先の確保、
共同受注の仕
組みづくり、新
たな仕事の確保

官公庁からの発注促進

共同受注の促進

新新新新

５５５５

工賃が低い施設を重点的に支援

農作分野への就労支援

企 業 の 下 請 け 清掃、ﾃｨｯｼｭの袋詰め、部品組立てなど ７ ７ ２

官公庁からの発注 公園・庁舎清掃、水道メーターなど ０ ３ １

合 計 ２０ ４０ １２
(28%) (55%) (17%)

５５５５

経営コンサルタント派遣

施設製品等のＰＲ

アドバイザーの派遣アドバイザーの派遣アドバイザーの派遣アドバイザーの派遣

工賃倍増５か年計画の見直し

新新新新

新新新新
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঩ম঳の健೨শํ਩तऎり 障害保健福祉課発達障害のଫ਋発ৄ؞ଫ਋௜୘の੍ର৬਑तऎり

【【ଫ਋発ৄ؞ଫ਋௜୘の੍ର৬਑तऎりଫ਋発ৄ؞ଫ਋௜୘の੍ର৬਑तऎり】】4,0194,019千円千円→5,355→5,355千円千円
●ଫ期発ৄ・ଫ期௜育の支援৬਑づくりに取り組ि市町村をఁ大
（２圏域４市町 → ３圏域７市町）

●DVDなどをણ৷खた、医師ृ保健師にৌするଫ期発ৄのଢ଼ఊ会を開催
●ペアレントメンター養成支援事業を開始

【【発達障害専門医養成研修発達障害専門医養成研修】】00千円千円→2,171→2,171千円千円
●児童精神医学分野の世界的な権威であるギルバーグ教授（スウェーデン）
の講演会を開催

●৵児ఐ医・精神ఐ医をৌ଴に、診断・੘௜のਈ੔ഈの技術に関する
学習会を定期的に開催

【【৉ୠの௜୘ਃঢ়षの੍ର৉ୠの௜୘ਃঢ়षの੍ର】】00千円千円→218→218千円千円
●発達障害の௜育支援に取り組ि保育所へ定期的な支援

● ਁয়の્શ支援学ૅ、৵র学ૅ児童・েെの 5.1％に
何らかの発達障害のある可能性（H21県教育委員会調査）

● ௜育福祉センターの発達障害のਭ診঻ਯが、10ফ৑で
３倍に増加

● ऒのたी、地域におけるଫ期発ৄ・ଫ期௜育の支援৬਑
づくりに取り組んでいる

平成23ফ২の਌ऩ取り組み
● 地域における
ଫ期発ৄ・ଫ期
௜育の取り組ा
の普及

● 発達障害に関
する専門医師が
ਂଌ

● 診断後に専門
的な௜育支援を
ষअ児童デイ
サービスなどが
ਂଌ

課 題課 題現 状現 状
【予算額】H22当初 ４,０１９千円 → H23当初案 ７,７４４ 千円

新新新新

拡拡拡拡５５５５

新新新新

新新新新

５５５５

５５５５

５５５５

1,312 1,336 1,478 

2,702 209 
681 

1,370 

1,757 

290

333

514

1,115

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

Ｈ11 Ｈ14 Ｈ17 Ｈ21

その他

ＡＤＨＤ

自閉症

5,574

1,811

ペアレントメンターとは
発達障害の子を育てた親たちが、
৊ग障害のある子を੅ण଄い親の
相談相手となるもの

●発達障害の௜育支援に取り組ि保育所へ定期的な支援
●新設の児童デイサービスへの技術的支援県内に普及）

づくりに取り組んでいる
（H1921عফ২にಘ஖市でৰ઱खたঔデル事業の成ટを
県内に普及）

今後の取り組み今後の取り組み

※線表を記載

H21 H22 H23 H24 H25

ギルバーグ教授の研修会

9施設児童デイ等：6施設

ＤＶＤを活用した早期発見研修会の開催

専門医の海外研修（医療再生機構）

ギルバーグ教授の研修会
（高知大の発達障害研究プロジェクト）

診断・治療の技術学習会の開催

12施設 15施設

療育福祉センターによる随時の保育所や児童デーサービス事業所への支援

ଫ期௜育親子教஼
（県福祉保健所）

ଫ਋発ৄ؞ଫ਋௜୘のல組みतऎり
親カウンセリング

(市町村） 発達障害

の診断診断診断診断 児童デイサービス

保育所・幼稚園

地域の療育機関
への技術支援

医師派遣

（医療再生機構補助金を活用）

教授招聘

高知県内高知県内高知県内高知県内
小児科医・精神科医小児科医・精神科医小児科医・精神科医小児科医・精神科医

スウェーデンスウェーデンスウェーデンスウェーデン エーテボリ大学エーテボリ大学エーテボリ大学エーテボリ大学
クリストファー・ギルバーグ教授クリストファー・ギルバーグ教授クリストファー・ギルバーグ教授クリストファー・ギルバーグ教授

２圏域４市町
で実施

３圏域７市町
で実施

５圏域12市町
村に拡大

5圏域20市町
村に拡大

早期発
見・早
期療育
の支援
体制づ
くり

発達障
害専門
医師の
養成

地域の
療育機
関への
支援

≪乳幼児健診におけるスクリーニング、親カウンセリング、早期療育親子教室の実施≫

香美市で
実施

乳幼児健診における
スクリーニング
（市町村）

チェックリスト
（二次問診票）
の活用

要フォロー児の経過
観察や保護者の育児
不安の軽減

構造化したスペー
スで、個別療育支
援を行う

専門医師の養成 ・ギルバーグ教授による講演会
・診断ृ੘௜技術のઉம੐଑

発達障害に専門的に対応
できる医師の養成

療育福祉センターによる定期的な保育所支援

・エーテボリ大学でのセミナー
・ಏ෫ਠৃでのৰᄷଢ଼ఊ
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঩本঳の健೨শํ県तऎり 障害保健福祉課ৈੴ医௜७থタشಖઋఐ୰༠整備

課 題現 状
【予算額】H22当初 1,345千円 →  H23当初案 158,907千円

医師の確保
・成人３名、児童・思春期２名
・高知大学への派遣要請

看護師等スタッフの確保
・精神科医௜पజ事खञ৽ୡのँॊ看護師、ੱ৶士、

精神保健福祉士等スタッフの確保

関係機関との連携体制の構築
・大学、ড়৑病院等धの精神科医௜৴௚体਑
・保健・医௜、福祉、ઇ୘等ঢ়બ機ঢ়の৴௚पेॊ

児童・思春期の੘௜
（৕नुのੱ௜৴௚体਑の構築）

【基本設計(H21ফ২)時点】
１ 設置場所 ：高知医௜७থター本ைਧડَ৙೭の஌ُഢ৉
２ 病床規模 ：病床数４４床 〇成人30床 〇児童・思春期14床

1階：外来、院内学級等
２階：病棟
３階：屋上広場

３ 本体建築費： 809百万円 ■耐震構造
（基本設計段階のイメージ図）（基本設計段階のイメージ図）

ৈੴ県のಖઋఐ医௜੍॑इॊञीप、県৸体॑ৌ଴पড়৑टऐदम૿इऩः機ચ॑ટञघরற৓୰੹
॑রఙ医௜෠ୠप設઼घॊऒとऋ૑ਏ
1 急ਙ期の੘௜ ■措置入院、重症患者 ■精神科救急システム参加
2 ମ体়ಡ症の੘௜ ■医௜७থターの高২・専門৓ऩ機ચ॑ણऊखञৌૢ
3 児童思春期の੘௜ ■県内唯一の専門病床の整備
4 精神科医௜జ事者पৌघॊઇ୘・研修 ■高知大、ড়৑病院धの৴௚

H21 H22 H23
H24

～

病棟建設・設備
整備

医師確保

看護師等スタッ
フ確保

医௜৴௚
精神科医௜৴௚シ
ステム検討委員会

新新新新

運用
開始

高知大学への派遣要請

こどもの心療連携部会

精神科医療地域連携部会

建設工事

（H23.3～24.1）
基本設計 実施

設計

（基本設計段階のイメージ図）（基本設計段階のイメージ図）

配置計画・採用
内部異動・研修

公募(医療センターHP)

(1)(1)୰༠整備事業पৌघॊ県଀૿স୰༠整備事業पৌघॊ県଀૿স
【【施設整備施設整備】】 50,09550,095千円千円
【【設備整備設備整備】】 29,86029,860千円千円
【【看護師確保・研修派遣看護師確保・研修派遣 】】 77,30977,309千円千円

●看護師採用：9名、内৖౮৿：１3名 70,814千円
●研修派遣 6,495千円

(2)(2)県事務費県事務費
【【ಖઋఐ医௜連携३スॸ঒ਫ਼ୈ੻৩ভ等ಖઋఐ医௜連携३スॸ঒ਫ਼ୈ੻৩ভ等】】 1,6431,643千円千円
●精神科医௜৉ୠ৴௚৖会
●ऒनुのੱ௜৴௚検討৖会

平成23ফ২の取り組み

ৈੴ医௜७থタشಖઋఐ୰༠整備قৈੴ県・ৈੴ৘୰੹事業੮كৈੴ医௜७থタشಖઋఐ୰༠整備قৈੴ県・ৈੴ৘୰੹事業੮ك
【【施設整備事業施設整備事業】】 2222、、2323ফ২事業ফ২事業 826,747826,747千円千円
●病棟建設工事 808,600千円(22ফ২14,386千円 23ফ২794,214千円）
●工事ଵ৶委౏મ 18,147千円(22ফ২ 323千円 23ফ২ 17,824千円）
【【設備整備事業設備整備事業】】2323ফ২事業ফ২事業 168,000168,000千円千円
●医௜機器整備 ●情報システム構築 ●情報機器整備 ●情報環境整備

今後の取り組み
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■児童虐待や発達障害などの新たな福祉課題の出現
・児童虐待認定件数 H16：91件 → H21：155件
・発達障害の可能性 小中学校児童・生徒の約5.1% 

（H21県教育委員会調査）

■児童養護施設の約半分が老朽施設で、生活環境が悪
く、耐震性にも不安

■人口減少、少子化の進行
・出生૨（人口૸対） 7.1 ‰ 全国45位（Ｈ21）
・合ੑ્໰出生૨ 1.29 全国37位（Ｈ21）

■児童虐待への対応
・児童相談ਚのઈ੾ৡの強化؞௧୅ਙのન৳
・市町村の児童相談体制の強化

■児童福祉施設の充実
・耐震化に合わせ、生活環境の改善と処遇の向上を図るため児童
福祉施設の改築を推進

■ಟ子家庭ಉのঽয়支援
・児童扶養手当の支給などによる父子家庭への支援の拡充

■児童相談所が専門機関として
虐待など஘々な相談にిજ・迅
速に対応します

■৘঴੨が児童相談にిજに対
応します

私の家の話しを
よく聞いてくれ
ます。

いつでも相談で

■官民協働による少子化対策の推進
■こどもの安全と最善の利益を最優
先にした取り組みの推進

・合ੑ્໰出生૨ 1.29 全国37位（Ｈ21）
・核家族の割合 56.8% 全国29位（Ｈ17）
・共働き世帯の割合 48.6% 全国20位（Ｈ17）
・௞ฬ૨のৈऔ 2.09‰ 全国7位（Ｈ21）
・౞ฬ化、ྻฬ化の進ষ

ੂฬফೡ 男30.2歳、੓28.5歳（Ｈ21）
生ၺ౞ฬ૨ 男18.7%全国4位（Ｈ17）

੓ 9.0%全国5位（Ｈ17）
・Ｈ22国勢調査人口速報（暫定値）

過去5ফ৑のঽே੖ 18,001人（前回10,872人）

・児童扶養手当の支給などによる父子家庭への支援の拡充

■ஒ少ফ対策の推進
・子どु଄঻育ਛ支援推進১に੦づくَ県ੑ઺ُによるஒ少ফ対
策の推進

■少子化対策の推進
・૘子化ৌੁ਩ড়ઈ৿の௓ਤ
・働きながら子育てしやすい環境づくり
・独身者の出会いのきっかけの応援

■児童養૧施設の耐震化૨を
100％とします

■ニーズに応じた子育て支援
サービスの充実など子育てしや
すい環境づくりを進めます

■ফ৑をৢじহ঵所や৉ୠの
方々と連携し出会いの機会を提
供します

僕のサインを
見 逃 さ な い
で！

私たちにとって一
番いいことは、何
か一緒に考えてね。

いつでも相談で
きて安心です。

地震が起きて
も倒れないよ
ね。

安心して育て
られるわ。

みんなが支えてく
れるから安心して
育てられるね。
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঩ম঳の௏೨শํ਩तऎり 児童家庭課児童虐待ृ૚ர相談षのဌச・ిજऩ対応
児童相談所の強化
現状・課題

★課題解決に向けた取り組み
虐待ଈಝহ୻ਫ਼઒委員会の提言を着実に実践

★児童虐待対応件数

【組織・運営の強化】
・児童虐待対応の判断と実施手順を作成し、それに沿った取組みの徹底と

৸ての૔୧ॣースにणいて、ਈ଩াにڭ回の਍৸નੳとગ௬੼の実施
・専任の児童虐待対応チームを設置（H21.4）Ｈ21:7名→拡充Ｈ22:11名
・஛ਐે঴のଵლを๓੗児相に୎घととुに৬਑を強化（児童ੱ৶ఘڭ名ੜ）
・スーパーバイズ機能等の向上のため、外部専門家を招へい
・ఉ૧૒にेる১的対応の৻ষと१এート

子どもが減少するなかで、子どもが減少するなかで、子どもが減少するなかで、子どもが減少するなかで、
児童虐待対応件数は高児童虐待対応件数は高児童虐待対応件数は高児童虐待対応件数は高
止まり傾向にある。止まり傾向にある。止まり傾向にある。止まり傾向にある。

【予算額】 H22当初 7,876千円 → H23当初案 29,138千円

今後の取り組み
平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度～

外部専門家の
招へい

弁護士による
体制強化

取り組み

組織体制
の強化

組織運営
の強化

中央児相

幡多児相

３０名→３４名 ４３名に拡充 虐待対応ﾁｰﾑ拡充

(虐待対応ﾁｰﾑ設置) （７名→１１名）

６名→７名 ７名→８名

機能強化アドバイザー

（１０回） （２０回） （２０回） （２０回予定）

機能強化研修

（７回）

サポート体制

（１名） （２名）

法的対応代行

（１件） （２件）

ケースの進行管理ケースの進行管理ケースの進行管理ケースの進行管理

事務の簡素化事務の簡素化事務の簡素化事務の簡素化

中・長期的視点に立った人材育成

児童心理司へのｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲ

ｻﾞｰ （４回）

四万十町の管轄四万十町の管轄四万十町の管轄四万十町の管轄

中央中央中央中央→→→→幡多幡多幡多幡多

・スーパーバイズ機能等の向上のため、外部専門家を招へい
・ఉ૧૒にेる১的対応の৻ষと१এート

【職員の専門性の確保】
・職種શ・৽ୡফਯશ職員研修৬௺に੦तく研修の充実
・県外先進地への派遣研修の実施
・রশ਋的なয౫のન৳

平成23ফ২の取り組み

各種研修会への参加機会の拡充
・Ｈ22：12名→Ｈ23：17名
・রම児童ૣකఘ・児童ੱ৶ఘ়৊研修、児童ૣකఘ੐଑঻੦ຊ研修、児

童ૣකఘスーパーバイザー研修、児童ੱ৶ఘスーパーバイザー研修なन、
৽ୡফਯ等に応गた研修参加機会の拡充

CSP（コモンセンスペアレンティング）トレーナー研修（※）の実施
※ചৡでなく੉୴にेる஦ऽしいしणऐの্১をઇંし、対ਵを஥め、ଐ

好な親子関係を築いていくことを目的とした研修を受講してトレーナー
となることで施設職員に対してCSPトレーニングを実施していく。

○児童相談所職員の県外（児相）への派遣研修（３名予定）

児童相談所の運営ৡの強化・専門性の確保ٹ
外部専門家の招へい

機能強化アドバイザー(ফ20回)に加इ、ੱ৶職員に対घるスーパーバイザー
の招へい(ফڰ回)

○১的対応ৡの強化(ఉ૧૒にेる১的対応の৻ষと१এート)
児童相談システム

児童相談঵ਜ৸ಹのシステム化にेॉॣースのిજな進ষଵ৶とੲਾુથऋ
૭能となるऺऊ、হਜの੄ৡ化にेるॣースডーॡৎ৑のન৳ृॣースと৳
૧঻଀૿সの঳৬的ଵ৶等をষअ。

新新新新

拡拡拡拡
拡拡拡拡

新新新新

 

職員の専
門性の確
保

児童相談
システム

県外先進地への
派遣研修

児童相談所研修
体系に基づく各種
研修会参加

（１件） （２件）

システム導入 システム稼働

２名 ３名 ３名予定 ３名予定

児童相談所研修体系に基づく各種研修会への参加

幡多地域以外幡多地域以外幡多地域以外幡多地域以外
ＣＳＰトレーナー研修など、必要に応じた研修への参加等もＣＳＰトレーナー研修など、必要に応じた研修への参加等もＣＳＰトレーナー研修など、必要に応じた研修への参加等もＣＳＰトレーナー研修など、必要に応じた研修への参加等も
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঩ম一の健೨শํ勿तऎり 児童家庭課児童虐待ृ厰ர相談へのဌச・ి卲な対厸
市町村の体制強化等

★平成17ফ4月から一義的な児童家庭相談は市町村に
(卫ড়にମ卐な市町村が勢体的に対厸）

・専門職員の配置が少ない
・保健と福祉の連携が勘十分
（妊婦・1.6歳児・3歳児健診等と福祉との連携）
要保護児童対策地域協議会への登録児童1,357名のうち、
乳児は22名（1.6%）、特定妊婦4名（0.3%）

・ড়ে卑員・児童卑員なन地域との連携強化
・要保護児童対策地域協議会の運営の核となる調整機関の中心的
叓厎॑叕う職員（匆ৣ॥شॹॕॿشॱشという）の৽ୡ勘ଌ

・「実務者会議」が十分機能していない市町村がある

課題課題課題課題

【予算額】 H22当初 31,260千円 → H23当初案 51,138千円

今後の取り組み
平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

平成24年度
～

テレビ等による
啓発

高知オレンジ
リボンキャン

市町村への支援等

児童家庭
相談体制
の強化

要保護児
童対策地
域協議会

市町村児童家庭相談
対応マニュアル

虐待評価シート
（アセスメントシート）

職員研修

設置・運営

連絡会議

地域支援者会議

啓発活動

虐待評価シートの研修（県虐待評価シートの研修（県虐待評価シートの研修（県虐待評価シートの研修（県

と同じシートを使用するようと同じシートを使用するようと同じシートを使用するようと同じシートを使用するよう

意思統一）意思統一）意思統一）意思統一）

作成・配付・

説明会
マニュアルの活用

H22年2月

研修
虐待評価シートを活用した見立て・対応

初任者前期・後期研修の実施

ケースの見立て・効果的な運営への支援

立ち上げ支援 運営支援

人口の多い地域での、立ち上げ支援

33市町村後援 全市町村後援 カラー電車広告 など

設置への支援

拡充拡充拡充拡充

テレビ・ラジオによる啓発

（虐待防止の意識啓発と、虐待が疑われる場合に通告することについての意識醸成）

教育現場等との連携強化（定期的な情報提供の実施）

中堅職員研修の実施

コーディネーター育成研修

平成23ফ২の取り組み

児童家庭相談体制の充実強化
・児童家庭支援センターの設置(３→４箇所(高知市2(1→2)、四万十市1、佐川町1))
・児童家庭支援センターのੱ৶௜১૿ਊ職員の常勤化(非常勤３→常勤３、非常勤１)

■要保護児童対策地域協議会の活動強化
要保護児童対策地域協議会連൪会議（ෘู）のয়上ऑを支援し、市町੨৑での୎৿
ケース等の情報共有や、調整機関の職員等への研修（コーディネーターの育成研修）
の実施により職員の資質の向上を図る

○実ਜ者会議に૞ਸし、஍ટ৓なઈ੾を図るञीの支援をষい、ケースの進ষଵ৶の
徹底を図る

○যઠの多い地域で、学校やড়ে੻員・児童੻員などऋ連携して、虐待等のଫ期৅ৄ
やৄஹりのણ৿をষう地域支援者会議の設置ਯをఁ充し、着実にケースの進ষଵ৶
等を実施（地域支援者会議は中学校区等で実施）

高知市 Ｈ22：２地区 → Ｈ23：４地区実施予定

■市町村の児童家庭相談体制の強化
○児童福祉司任用資格取得講習会や職員研修(初任者で前期・後期)の実施

中ම職員研修（児童家庭相談૿ਊ৖౧の実ਜ৽ୡ２ফਰ上の職員）を実施
○専門職員の配置への働きかけ
○虐待௬੼३ートをણ用しञケースৄয়て・対応ৡの強化への支援

■児童虐待予防等の取り組み
○妊娠期や乳児健診時のリスクについて保健と福祉で情報共有し、連携し
て虐待防止に取り組むよう働きかけ
઻ড়協働によるड़ঞンジリ঎ンઈ৿の実施
・ढ़ラーਗ਼੤ઁઔによる虐待防止ઁઔ・高知ଗラॖトアップ・

スタッフジャンパー作成ほか
○児童虐待モデルহ঵（ँऽइ௜১）

・保健師や保育士を対象に、悩みやリスクを持つ妊婦や保護者の対応研
修をモデル実施（幡多地区）

○市町੨と児童相談所ऋ施設を௰ਖし、施設職員と共に児童のঽয়支援等
の協議（サポートケア）
・要保護児童対策地域協議会で施設入所児童についての情報共有

拡拡拡拡

市町村児童家庭市町村児童家庭市町村児童家庭市町村児童家庭
相談対応マニュ相談対応マニュ相談対応マニュ相談対応マニュ
アルを使用してアルを使用してアルを使用してアルを使用して
の研修の研修の研修の研修

新新新新

新新新新拡拡拡拡

ペーン

児童虐待
予防等へ
の取り組
み

児童虐待予防
モデル事業

サポートケア

児童家庭支援
センター

幡多地域で実施

幡多地域以外

で実施

年３回／入所児童

市町村・児相・施設職員市町村・児相・施設職員市町村・児相・施設職員市町村・児相・施設職員

が児童の自立支援等のが児童の自立支援等のが児童の自立支援等のが児童の自立支援等の

協議を行う協議を行う協議を行う協議を行う

１箇所→３箇所 ３箇所→４箇所
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঩ম一の健೨শํ勿तऎり 児童家庭課児童福祉施設の充実
~こうちこどもプランの着実な推進~

平成23ফ২の取り組み

課 題現 状

児童養護施設の約半分が老朽化している状況のなかで、耐震化だけではなく、居室
の個室化など児童の生活環境の改善やケア形態を小規模化して家庭的な雰囲気の中で
支援を実施していくための環境整備を進めていくことが必要

施設種別 施設名 経営法人
定
員

改築等の状況

乳児院 高知聖園ﾍﾞﾋﾞｰﾎｰﾑ （福）みその児童福祉会 30 未定（耐震改修済）

施設入所者の防災対策の観点での耐震化整備

目的・補助率目的・補助率目的・補助率目的・補助率

【予算額】 H22当初 172,575千円 → H23当初案 993,748千円

博愛園 (福)高知慈善協会 50 Ｈ15改築済み

愛仁園 〃 70 Ｈ20改築済み

若草園 （福）栄光会 50 Ｈ20改築済み

児童養護
施設

高知聖園天使園 （福）みその児童福祉会 75 未定（耐震改修済）

愛童園
（福）高知県福祉事業
財団

30 Ｈ22改築中 築35年

子供の家 〃 70 Ｈ22～23予定 築42年

白蓮寮 （福）同朋会 50 Ｈ22～23予定 築45年

南海少年寮 （福）南少 30 Ｈ23予定 築25年

児童自立
支援施設

希望が丘学園
（本館・給食棟）

高知県 40 Ｈ22～23予定 築46年

情緒障害
児短期治
療施設

珠光寮 （福）同朋会 30 H18新築

■公立施設（工事請負費）※希望が丘学園のみ
※補助単価 約１.４倍（既存の補助事業との比較）

○ Ｈ23年度末には、入所施設入所施設入所施設入所施設のののの耐震化耐震化耐震化耐震化がががが完了完了完了完了

○ 居室の個室化など、生活環境の改善
○ 家庭的な雰囲気の中で、きめ細やかな支援が実現
できるようケア形態の小規模化など、処遇の改善

事業効果事業効果事業効果事業効果

きみ達なん
か、もう怖く
ないもんね
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少子化の進ষपຓૃीऋऊऊैऩःٷ
出生数：5,415人 ়ੑ特໰出生૨：1.29 (2009） ⇒過去最低

◆子नुのਯの৶୳ध現ৰのॠকॵউ（H18਩ড়਼૛৹ਪ）
৶୳ 2.55人 現実の子どもの数 2.16人

◆਩ড়ઈ৿のઁऋりऋൠः←਩ড়ृ੫業؞੮৬の૞ਸऋ少ऩः
高ੴ਩少子化ৌੁ推進਩ড়ভ৮のਸೇ団体を઩め、ড়৑企業・団体षの広がॉがൠい
⇒子育て応援の店などの取組が進まない

঩ম঳の௏೨শํ਩तऎり 少子対策課少子化対策਩ড়ઈ৿の推進
【予算額】H22当初 26,911千円 →  H23当初案 24,965千円

課 題

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26～

今後の取り組み

現 状
◆少子化の問題について関心を持つ

人を増やす

◆身近な地域でできることから、
子育てを応援する気運を高める

◆ড়৑企業・団体の少子化ৌੁの
取組を進める

そのためそのためそのためそのため

【【少子化対策਩ড়ઈ৿推進事業費少子化対策਩ড়ઈ৿推進事業費】】 21,931千円 → 16,155千円
●子育て応援キャンペーンの実施 (子৴ोર੔、੬ਙの育ు૞ਸ等のএスॱー・੤体広ઔ等)

平成23ফ২の取り組み

新新新新

高知県少子化対策推進県民会議と高知県少子化対策推進県民会議と高知県少子化対策推進県民会議と高知県少子化対策推進県民会議と
連携した官民協働の取組を推進連携した官民協働の取組を推進連携した官民協働の取組を推進連携した官民協働の取組を推進

◆広報・啓発の推進

◆子育て家庭応援の店など
地域での取組の推進

◆企業・団体の取組の後押し
（ワークライフバランス推進など）

子育て応援
ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ

広報・啓発の
推進

身近な地域で
の子育て応援
の取組の推進

企業・団体の取
組の後押し
（ワークライフバラ
ンス推進など）

県内企業
アンケー
ト実施

●子育て応援キャンペーンの実施 (子৴ोર੔、੬ਙの育ు૞ਸ等のএスॱー・੤体広ઔ等)
●子育て応援番組の制作放送（月2回 子育てに関する情報、子育ての楽しさ等を伝える）
●子育て応援フォーラムの開催（਩ড়ভ৮のଡਛ団体等、ড়৑企業・団体の૞઺）
●子育て家庭応援の店の推進（H23ফ২ଜ৯ఏহ業ਚ数600）
【【少子化対策推進費少子化対策推進費】】 内 0千円 →  5,000千円
●ワーク・ライフ・バランス等推進হ業ાଓஃস（50万円×10団体）
【【地域子育て支援推進事業費地域子育て支援推進事業費】】 4,980千円 →  3,810千円
●子育て応援情報౛の発ষ、ଦഘ （৒਋ಀফ2回、特集3回→৒਋ಀফ4回）

新新新新

新新新新

５５５５

新新新新

拡拡拡拡

子育て応
援CM制
作放送

子育て応援の店
少子化対策推進県民会議
と連携した協賛事業所拡
大の取り組み

県民会議の加盟組織を始め、幅広い
民間団体等へ取り組みの広がり

県内企業
の好事例
を紹介

ワーク・ライフ・バラン
ス推進等に取り組む
企業の増加

઻ড়ੈ௮でワークライフバランス推進キャンペーン等を実施

民間企業等と連携した取組
子育て応
援番組

民間企業と連携した子育ての楽しさ等を伝えるフォーラム等の取組

内容の充実・定着へ子育て応
援情報紙
定期4回

地域で子育て
を応援します

応援の店があるか
ら子ども連れでも
外出しやすいね

子育ては大変
でも楽しい！

子どもは社会の宝
みんなで応援しよう

見守り活動で安
全な地域づくり

仕事と家庭生活が両
立できる職場環境だ
から毎日が充実

地域での取組地域での取組地域での取組地域での取組広報・啓発広報・啓発広報・啓発広報・啓発

子育て応援の店子育て応援の店子育て応援の店子育て応援の店

県民みんなで子育てを応援する社会県民みんなで子育てを応援する社会県民みんなで子育てを応援する社会県民みんなで子育てを応援する社会

育児情報は
助かるわ

ワーク・ライフ・ワーク・ライフ・ワーク・ライフ・ワーク・ライフ・
バランスの推進バランスの推進バランスの推進バランスの推進

一層の広がりへ
H22 410

↓

H23 600

県民会
議設立
H20.2

応援宣言に基
づく取組推進

企業等の
取組を後
押し

定期2回
特集3回

定期4回
県民会議
等と連携し
内容検討

再放送

補助による
直接支援

金融機関の寄付を活用した支援へ

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ
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঩ম঳の௏೨শํ਩づくり 地域福祉政策課・少子対策課・雇用労働政策課
幼保支援課・生涯学習課働きながら子育てしやすい環境づくり

【予算額】H22当初 424,699千円 →  H23当初案 484,479千円

◆女性の労働力率が高く、共働き世帯が多い中で、働きながら子育てしやすい◆女性の労働力率が高く、共働き世帯が多い中で、働きながら子育てしやすい◆女性の労働力率が高く、共働き世帯が多い中で、働きながら子育てしやすい◆女性の労働力率が高く、共働き世帯が多い中で、働きながら子育てしやすい
環境づくりが求められている。環境づくりが求められている。環境づくりが求められている。環境づくりが求められている。

課 題課 題

～H21 H22 H23 H24 H25 H26～

今後の取り組み

現 状

《保育サービスや子育て支援の充実》
●਩౐ஆଓஃসにेॊきी಍やऊな保育サービスಉषの支援 56,434千円→65,914千円

平成23ফ২の取り組み

○県単独補助を活用したきめ細や
かな保育サービス等への支援
○放課後子どもプランの推進（放
課後のこどもの居場所づくりや
学び場の充実）
○次世代育成支援企業認証制度
等ワーク・ライフ・バランスの推進

■保育サービスや子育て支援の充実■保育サービスや子育て支援の充実■保育サービスや子育て支援の充実■保育サービスや子育て支援の充実
■放課後の子どもの居場所づくり■放課後の子どもの居場所づくり■放課後の子どもの居場所づくり■放課後の子どもの居場所づくり
■仕事と家庭の両立の推進■仕事と家庭の両立の推進■仕事と家庭の両立の推進■仕事と家庭の両立の推進

働きながら子育てしやす
い環境づくりの推進！！

国において、「子ども・子育て新シス国において、「子ども・子育て新シス国において、「子ども・子育て新シス国において、「子ども・子育て新シス
テム」（テム」（テム」（テム」（H25年度～）を検討中年度～）を検討中年度～）を検討中年度～）を検討中

これまでも、これまでも、これまでも、これまでも、

○女性の年齢別労働力率の状況（○女性の年齢別労働力率の状況（○女性の年齢別労働力率の状況（○女性の年齢別労働力率の状況（H17国勢調査）国勢調査）国勢調査）国勢調査）

・２５～２９歳 ７８．４％（全国平均７４．９％） ・３０～３４歳 ７４．５％（同６３．４％）
・３５～３９歳 ７５．０％（同６３．７％）
○共働き世帯の状況（○共働き世帯の状況（○共働き世帯の状況（○共働き世帯の状況（H17国勢調査）国勢調査）国勢調査）国勢調査）
・全世帯に占める共働き世帯の割合：４８．６％（全国平均 ４４．４％ 全国２０位）

・６歳未満の子どもがいる世帯に占める共働き世帯の割合
５３．２％（全国平均３６．５％ 全国９位）

などの取組を実施などの取組を実施などの取組を実施などの取組を実施

国の状況も踏まえ、さらに、国の状況も踏まえ、さらに、国の状況も踏まえ、さらに、国の状況も踏まえ、さらに、

などに取り組むことが必要などに取り組むことが必要などに取り組むことが必要などに取り組むことが必要

県単独の助成によるきめ細やかな保育サービス等への支援

保育サービ
スや子育て
支援の充実

放課後の子
どもの居場
所づくり

仕事と家庭
の両立の推
進

●਩౐ஆଓஃসにेॊきी಍やऊな保育サービスಉषの支援 56,434千円→65,914千円
বಛଓஃにჾਊしない೬঩保育や୰児・୰後児保育、భশ保育などषのஃਛ
ੳ૭ਗ保育઱ਝがষअ、଩ফೡ児保育や೬঩保育、భশ保育等にৌするஃਛ

●地域資源を活用した地域の子育て支援の充実
あったかふれあいセンターの活用、ファミリーサポートセンターの広域化 など

●保育サービス・子育て支援の充実に向けた検討
『子ども・子育て新システム』の৿向等をৄྚइ、H24ফ২からのৰ઱に向け、
県独自の保育、子育て支援の仕組みを検討

《放課後の子どもの居場所づくり》
●放課後子どもプランの推進 364,272千円→398,908千円

児童クラブ・子ども教室 154ヵ所⇒175ヵ所（ৰ઱ૅ૨90％）
放課後学習室 33ヵ所⇒41ヵ所（ৰ઱ૅ૨45％）

《ல事धੇ൦の૏য়の推進》
●次世代育成支援事業

2名の社労士による普及啓発（400社の企業訪問）
●ワーク・ライフ・バランス推進事業

企業向けセミナー等の開催 3回⇒6回
●ワーク・ライフ・バランス周知・啓発事業

啓発ৱમの੿ਛ及ल広ਾ
●ワーク・ライフ・バランスಉ推進事業ાଓஃস 0千円→5,000千円

జ業৩にৌして働きながら子育てしやすい環境づくりをষअ企業・੮৬षのஃਛ

拡拡拡拡県独自
の仕組
みの構
築

新新新新

拡拡拡拡

拡拡拡拡

新新新新

実施校率
100％

175ヵ所
（90％）

児童クラブ・子ども教室児童クラブ・子ども教室児童クラブ・子ども教室児童クラブ・子ども教室
H20：134 H21：140
H22：154

放課後学習室放課後学習室放課後学習室放課後学習室
H21：23 H22：33

希望するすべての
中学校区に設置

41ヵ所
（45％）

普及啓発
次世代育成支援認証企業次世代育成支援認証企業次世代育成支援認証企業次世代育成支援認証企業
H19スタート H20末：36
H21末：51 H22末（見込）：62

80社

周知・啓発周知・啓発周知・啓発周知・啓発
・セミナー、キャンペーン等

・啓発資料の作成
・セミナー等の開催
（3回⇒6回）

●企業・団体への●企業・団体への●企業・団体への●企業・団体への
助成制度の創設助成制度の創設助成制度の創設助成制度の創設 金融機関の寄付を活用した支援へ

保育サービス・子育て支援の充実に向けた検討
・ニーズ把握、市町村からの聴き取り等
・新システムに対する意見提出 など

国の新システム
スタート

地域資源を活用した地域の子育て支援の充実

3,993千円→14,657千円
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◆౞婚৲・ྻ婚৲のਤষ ◆要因と背景
・平಑ੂ婚ফೡ（21ڽ） ・౞婚の৶૓（ৈੴ਩）
男性 30.2歳（全国29位） 第1位 （39.9%）
女性 28.5歳（全国38位） 適当な相手にめぐりあわない

・েၺ౞婚૨（17ڽ） （H18高知県県民世論調査）

男性 18.7（全国4位） ・出会いのきっかけの変容（全国）
女性 9.04（全国5位） 見合い結婚の減少

44.9%（1965年）⇒6.2%（2005年）

独身者の出会いのきっかけの応援 ঩ম঳の௏೨শํ਩तऎり 少子対策課

現 状
出会いの場への独身者のニーズ

※県主催の出会いイベントへの応募状況
定員100人×2回（平成21ফ২）
⇒2回の応募総数 998人

課 題
さらなる出会いの場の創出

イベント、引き合わせ等

結婚を望みながらも
出会いの機会の少な
い独身者を応援

H21 H22 H23 H24 H25
H26

～

出会いのきっ 市町村やNPOの出会いイベントに助成 H19～

結婚したいけど、
良い相手は
いないかなあ

定員の約5倍

今後の取り組み
【【 出会いのきっかけ応援出会いのきっかけ応援事業費 】】

●出会いのきっかけ応援হ঵厔ଓ助স
(市町村やNPOの実施する出会いのイベントに助成 30万円×10団体）

拡拡拡拡

平成23ফ২の取り組み

５５５５

【予算額】H22当初 9,519千円 →  H23当初案 19,289千円

出
会
い
イ
ベ
ン
ト

出会いのきっ
かけとなるイ
ベントの実施

出会い応援団

出会いのきっ
かけ卦及会

引
き
合
わ
せ

お世話焼きさ
ん(婚活サポー
ター)による引
き合わせ

情
報
提
供

出会い応援
サイト

NPO H19

登録企業募集

民間団体に
よる運営

複数企業の出会い

イベントに助成

100人
×２回

100人
×３回

100人
×６回 見直し

イベント実施

交流しやすい工夫

制度見直し

応援団体へ
の支援H23～

広報（市町村等の協力）

(市町村やNPOの実施する出会いのイベントに助成 30万円×10団体）
●出会い応援団イベント実施促進ଓ助স(応援団のイベント実施を支援：10万円×50回)
●出会いのきっかけ卦及会の৫催（100人×3回→100人×6回）＜委託＞
●婚活サポーターの活動の促進（婚活アドバイザーの委嘱、新たなサポーターの養成）
●県主催イベント、県ଓ助সを活৷खたイベント、婚活サポーターをৢगथ医婚खた

ढ़ॵউঝへの卌୛厍進Ⴋ（10千円×20組）など

拡拡拡拡

新新新新

地域での活動・サポーター同士の交流

新新新新

出会い出会い出会い出会い
応援団応援団応援団応援団

県県県県

市町村市町村市町村市町村

NPO

等等等等

出会いのイベント出会いのイベント出会いのイベント出会いのイベント

出会いの場の創出
出会い応援サイト出会い応援サイト出会い応援サイト出会い応援サイト

婚活サ婚活サ婚活サ婚活サ
ポーターポーターポーターポーター

引き合わせ引き合わせ引き合わせ引き合わせ 県主催ﾊﾟｰﾃｨｰ、県補
助事業、婚活ｻﾎﾟｰﾀｰ
を通じて結婚したカッ
プルに記念品を進呈

情報提供

H22.10スタート

出会いのきっかけとなるさまざま
な情報を一元的に提供

アドバイザー委嘱

サポーターの養成
H22養成講座
参加252人
登録50人（H22.11)

拡拡拡拡
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